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生活支援ロボットの
評価・認証（ISO 13482）

サービスロボット

医薬品医療機器等法
に基づく認証

家庭用マッサージ器、血圧計

ＬＮＧ
基地

JISマーク認証

既製ソフトウエア製品

JISマーク認証

電車線路用架線金具、
レール用ねじくぎ

電気・電子機器の
EMC試験

舶用機器

学校用家具の
JISマーク認証

机、いす、黒板

航空、宇宙、防衛産業向け
品質マネジメントシステム
（JIS Q 9100）

情報セキュリティ
マネジメントシステム
（ISO/IEC 27001）
データセンター安全対策

適合証明

道路交通安全
マネジメントシステム
（ISO 39001）

温室効果ガス（GHG）
吸収量検証

複層ガラスのJISマーク認証

環境社会配慮確認調査

鉄  道 スマホ
アプリ

船  舶

自動車

学 校

森 林

コンクリート材料の圧縮試験、
鋼材の引張試験・曲げ試験

省エネ診断

ビル、
建物

病 院

冷蔵車

データ
センター

消安法に基づく
適合性検査

NOx還元剤の
JISマーク認証

自動車緊急脱出支援用具
のJISマーク認証

自動車用安全ガラスの
JISマーク認証

自動車産業向け
品質マネジメントシステム
（IATF 16949）

自動車 -機能安全
（ISO 26262）

車両用装置および部品の
Eマーク認証

レーザーポインター

計測器の校正（検査）

オージオメータ
（聴力測定機器）

JISマーク認証

ノート

特定計量器の検定
計測器の校正

騒音計、大気濃度計 品質マネジメントシステム
（ISO 9001）

温室効果ガス（GHG）
排出量検証

環境マネジメントシステム
（ISO 14001）

工場、
研究所計測器の校正

はかり、ノギス、マルチメータ等

JISマーク認証

医療機器の試験・認証

ベッドサイドモニタ等

医療機器産業向け
品質マネジメントシステム
（ISO 13485）

介護・福祉用具の
JISマーク認証

ベッド、車いす

医療機器産業向け
品質マネジメントシステム
（ISO 13485）

計測器の校正

温度計、湿度計

放射線測定器の校正

レントゲン装置

一般家庭

路盤材に利用する溶融
スラグのJISマーク認証

道  路
電気・電子製品の
適合性評価、

S-JQAマーク認証

テレビ、電子レンジ、LED照明

電波法に基づく
技術基準適合証明、
工事設計認証

無線機器
衛生器具、給水栓の

JISマーク認証

トイレ、蛇口等

家庭用
医療機器

航空機

一般財団法人日本品質保証機構（JQA）は、公正・中立な第三者認証機関としてマネジメントシステム、製品、環境などに関す
る認証・試験・検査サービスを提供しています。1957年の創立以来、社会の発展を目指して、幅広いニーズに応えてきました。
これからも事業を通じ、お客さまの価値を見える証にして、人に、社会に、安心と信頼をお届けします。

見えない価値を 見える証に
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基 本 理 念
私たちは、

社会・経済のインフラストラクチャーである認証事業を通じて、
安全・安心で豊かな社会づくりに貢献します。

私たちは、
公正・中立な第三者機関のフロントランナーとして、
世界水準のサービスでお客さまの発展と信頼を支える

トータルソリューションを提供します。

一般財団法人日本品質保証機構
発　　行：2022年10月
対象期間：2021年度
（原則として2021年4月から2022年3月まで）
参考にしたガイドライン
環境報告書作成基準案（平成16年3月環境省）
環境報告ガイドライン2018年版（平成30年6月環境省）

2017年7月には、国際社会の持続可能な成長を実
現するための取り組みである「国連グローバル・コ

ンパクト」に署名し、「グローバル・コンパクト・

ネットワーク・ジャパン」に加入しました。サステ

ナブルな社会の実現に向けて、コロナ禍の難局か

らの学びも活かし、世の中の動きにも配慮しなが

ら、より一層社会課題の解決に努め、多様なステー

クホルダーの皆さまのニーズに応えるべく引き続

きチャレンジを続けていきます。

「コミュニケーションワード」の制定
JQAの価値を多くの皆さまに知っていただけ

るよう、2022年、新しいコミュニケーションワー
ド「見えない価値を 見える証に」を制定しました。
JQAは基本理念で「認証事業を通じて、安全・安
心で豊かな社会づくりに貢献します」と掲げていま

す。私たちは、審査、検査、校正、営業などを通じ

て、多くのお客さまと接点を有しています。また、

お客さま以外にも行政・政府機関の各種委員会、

会議に多数参加しており、ステークホルダーとの

コミュニケーションは、私たちの事業活動の根本

となっています。

しかしながら、JQAは非常に社会貢献性の高い
事業を幅広く行っているにもかかわらず、ステーク

ホルダーからの認知度はまだ十分とはいえません。

これからJQAが発展していくためには、お客さま

だけでなく、一般消費者を含むすべてのステーク

ホルダーに選ばれ、支持される存在になれるかど

うかが重要なポイントになります。私たちの事業

や存在価値を端的に表すコミュニケーションワー

ドを制定し活用していくことは、事業戦略の面でも

重要な意味を持っていると考えています。

今回のコミュニケーションワードの制定は、より

深いステークホルダーとの関係構築を目指してい

く「宣言」でもあります。これからも、より多くの

お客さまに確かな「証」を届け続けることができる

よう、役職員一丸となって取り組んでいきます。

社会の皆さまとともに
JQAは、認証・試験などを通じて、お客さまの活

動、製品、サービスを中立・公平な立場でサポート

しております。私たちのサービスを利用していただ

いている企業等の皆さまには、改めて深く感謝申し

上げます。今後も地球上のあらゆる地域で暮らす

人々に安全・安心をもたらせるよう、チャレンジ精

神をもって、「信頼」で支えられた持続可能な社会の

実現に向けて、皆さまとともに歩んでいきたいと思

います。

　「JQA CSR報告書 2022」の発行にあたりご挨
拶申し上げます。

社会・環境の変化に応える
新型コロナウイルス感染症の影響が続いていま

す。罹患された方々や感染の拡大によって生活に

大きな影響を受けられている皆さまに心よりお見

舞いを申し上げます。また、医療・福祉関係に従事

される皆さま、行政の皆さま、そして社会インフラ

を支える業務に従事されている皆さまに深く感謝

申し上げます。

さて、新型コロナウイルス感染拡大に加えて、気

候変動に係る諸問題、地政学的リスクの高まりな

どに起因する混迷が深まるなか、世界経済の先行

きは不透明になっています。

このような時代にあっても、電気自動車や自動

運転システムの広がり、デジタルトランスフォー

メーション（DX）等の技術革新、カーボンゼロやサ
イバーセキュリティ等への関心は高まりを見せ、試

験・認証機関に求められる役割も大きく変わりつ

つあります。

JQAは、多様化するお客さまのニーズにお応え
するため、2021年5月に新しい設備を増強した中
部試験センターを開所しました。さらに、12月に
はJQAの将来に欠くことのできない無線通信の技
術試験取得を目的に、無線通信機器の認証機関と

して高い技術を保有する株式会社ディーエスピー

リサーチをグループ会社化しました。

JQAが事業を継続していくためには、認証・試
験などをお申し込みいただくお客さまだけでなく、

消費者・地域の方々・お取引先さま・行政機関・

従業員などあらゆるステークホルダー（利害関係

者）とのかかわりが重要であり、それらのステーク

ホルダーからの信頼を得ることが必要と考えてい

ます。

JQAは2014年1月に ISO 26000をベースとし
たCSR方針を策定し、活動を続けています。また

02 　事業紹介

04 　トップメッセージ

06 　JQAのCSR

13 　JQAの事業
14 　ISO認証
16 　電気製品・医療機器・車載機器の認証・試験

18 　計測器の校正・特定計量器の検定

20 　マテリアル試験

22 　JISマーク認証
24 　地球環境に関する審査・評価・支援

26 　ロボット安全評価・認証サービス

28  　環境への取り組み

  　環境管理活動

  　　環境マネジメントシステムの推進

  　　内部環境監査

  　　環境法令順守とリスク管理

  　　JQAの環境負荷の全体像

31 　世界の皆さまとともに

  　 JQAのネットワークが国境を越えたビジネス展開を
サポートします

32 　品質への取り組み

  　 信頼性・認証などの品質・顧客満足の向上のために
品質管理体制

34 　職員とのかかわり

  　雇用

  　人材育成

  　働きやすい職場づくり

  　専門知識を有する人材

38 　コンプライアンス／リスクマネジメント

39 　JQAの概要
  　基本情報

  　国内拠点

  　海外拠点

  　グループ会社

目次

トップメッセージ

2022年10月
理事長  
小林  憲明

コミュニケーションワード　見えない価値を  見える証に
CSR報告書 2022
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JQ
Aと
ステ
ークホルダーとのかかわり

JQAのCSR

ステークホルダーの皆さまとともに CSR方針と主な取り組み

JQAは多様なステークホルダーとの良好な関係を重視しています

CSR推進体制

JQAは、設立以来、その時々の社会課題を解決し、社会のニーズに応え続けてきました。今後も持続的に成長していくため
にステークホルダーとの良好な関係構築を目指しています。

● お客さまの価値を見える証にする
● 顧客満足度の向上
● 機密保持
● ご意見・ご要望への誠実な対応

● 最先端の知識の習得

●  地球環境を守ることの
啓発活動

● 持続可能な社会の実現
● 暮らしの基盤を支える

● 健康管理・労働安全衛生
● 従業員満足の向上
● 人材育成

● 学生への講義
● インターンシップ生の受け入れ
● 地元商工会議所との交流

JQAは、地球と社会経済の持続可能な発展のために、次の方針に基づいた活動を実行することによって、企業の社会的責任
（CSR）を果たします。

CSRに関する活動の企画・立案および推進に関する事項を審議
するため、CSR推進委員会を設置しています。

CSR推進委員会で取り上げられた重点課題は、関係する専門委
員会（経営企画委員会・品質管理委員会・環境管理委員会・コンプ
ライアンス委員会・情報戦略委員会など）の協力を得て、課題の解
決に取り組み、事業活動の健全な発展を図っています。

CSR方針 ISO 26000※
中核主題 2021年度の主な取り組み 掲載

ページ

1
わたしたちは、広くステークホルダーとの
コミュニケーションを行い、社会の期待に
応える認証を提供し、消費者をはじめとす
る社会からの満足の獲得と信頼の確保に
努めます。

消費者課題

● ステークホルダーダイアログの実施
● 認証事業の実施
● 新しい分野の認証等サービスを開始
● 最先端分野の認証制度開発
● グローバルな事業展開
● 品質管理活動、顧客満足の向上

9
14～27
15～27

27
31

32～33

2
わたしたちは、地球環境の保全が重要な課
題であることを認識し、事業活動におい
て、社会全体の環境負荷の低減に積極的に
取り組みます。

環 境
● 事業を通じた環境貢献
● 環境管理活動

14～25
28～30

3 わたしたちは、人権を尊重し、一人ひとり
の多様性、人格、個性を大切にします。

人 権

● 雇用の充実
● 人材育成
● 働きやすい職場づくり

34
35

36～374
わたしたちは、職員が働きがいを感じられ
る職場環境の確保に努めるとともに、グ
ローバルな視野を持ち、高い専門性を持っ
た人材の育成に努めます。

労働慣行

5
わたしたちは、良き企業市民として、環境、
次世代、地域コミュニティに視点を置いた社
会貢献活動を積極的に推進します。

コミュニティ
への参画
コミュニティ
の発展

● ISO 39001認証売上の一部を寄付
● JQA地球環境世界児童画コンテスト主催
● 高校生がJQA中部試験センターを見学
● 長岡技術科学大学との交流

9
10
10
11

6
わたしたちは、法令および各種の規範を遵
守し、公正かつ自由な競争および適正な取
引を行います。

公正な
事業慣行

● コンプライアンス体制の維持
● コンプライアンス・ホットラインの維持
● コンプライアンス教育の充実

38
38
38

7
わたしたちは、経営トップのリーダーシップ
のもと、これらのCSR活動を自律的かつ確
実に実行することができる組織・体制を確立
します。

組織統治
● CSR推進委員会開催
● 情報セキュリティマネジメントの実施

7
38

※ ISO 26000：ISO（国際標準化機構）により発行された国際規格。組織の社会的責任に関する手引き。社会的責任に係る7つの中核主題を示している。

その他
ワーキンググループ情報戦略委員会

コンプライアンス
委員会

品質
管理
委員会

環境
管理
委員会

CSR推進委員会

経営企画委員会

お客さま

学識経験者

消費者

従業員
学校
・

地域社会

●  国際・国内ルール作成委員会
への参画

行政
・

政府機関
・

各種委員会
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JQAのCSR

社会に貢献し続ける組織を目指して

コミュニケーションワードの制定

株式会社ディーエスピーリサーチをグループ会社化

JQAは認証、試験、検査などの適合性評価サービスを通じて経済の発展、持続可能な社会の実現に貢献しています。これか
らもより多くの方に JQAの事業や存在意義を知っていただくことで社会からの信頼を得て、お客さまや従業員に選ばれ続け
る魅力的な組織でありたいと考えています。また、広くステークホルダーの皆さまからいただいた声は新規事業や既存業務の
改善につなげていきます。

JQAの事業とステークホルダーの皆さまとのつながりを短く分かりやすい言葉で表現したコミュニケーションワードを制
定しました。

JQAは、無線通信機器の認証機関である株式会社
ディーエスピーリサーチ（兵庫県神戸市、以下DSPR
社）の全株式を取得しました。

JQAとDSPR社は、かねてより無線通信機器試
験の分野で業務提携を行っていましたが、グルー
プ会社化により両者の技術と知識をさらに融合す
ることで、第5世代移動通信システム（通称5G）／
Beyond 5Gなどの技術のみならず、その先にある
新たな産業改革／最新テクノロジーに適合した質
の高いサービスを社会に提供していきます。

コミュニケーションワードは、「コンセ
プト」と、それを補完する「ストーリー」
で構成されています。『見えない価値を 
見える証に』というコンセプトの部分は、
JQAがお客さまと利害関係のない公正・
中立な第三者機関として、さまざまな分
野の適合性評価（企業・組織の仕組みや製
品が、国内外の標準や規格、法律等を満た
しているかを評価すること）を実施し、そ
の結果を証明書やレポート、マーク等の
「見える証」にしているという JQAの事業
全般を表現しています。
また、ストーリーの部分では、社会・経
済のインフラストラクチャーである認証
事業を通じて、安全・安心で豊かな社会づ
くりに貢献している様子や新たな価値の
証明にも積極的にかかわり、お客さま、さ
らにその先の消費者とともに未来を創っ
ていく JQAの姿勢を表現しています。

JQAは、これからも役職員一丸となっ
てステークホルダーの皆さまの期待に応
えていきます。

交通事故による死者数は全世界で毎年130万人以上と言われています。国連が「道路交通安
全10カ年行動計画」を策定するなど、道路交通安全に関する取り組みが国際的に注目されてい
ます。組織にとって交通事故の発生は、経済的な損失だけでなく、信用喪失や事業存続の危機
にもつながる重大事項です。 ISO 39001は、交通事故の死者や重大な負傷者を減らすことを
目的に、道路交通安全のためにさまざまな組織が取り組むべきマネジメントシステムの要求事
項を定めています。

JQAはこの事業の売り上げの一部を ISO 39001と同様の目的で交通遺児等を支援してい
る「公益財団法人 交通遺児等育成基金」「公益財団法人 交通遺児育英会」の2団体に前年の審
査件数に応じた金額を寄付しています。このほかにも「日本赤十字社」「東京都共同募金会」
「UNICEF」の3団体に毎年定額の寄付を行っています。なお、2022年度は「UNICEF」が行う
ウクライナ緊急募金にも寄付を行いました。

見えない価値を 見える証に
私たちは

信頼という価値を見極め
明らかにする

暮らしの基盤を支え
人々に安心を届けている

まだ目に見えない
新たな価値を

見える証に変えて

確かなものを
あなたとともに未来へ

DSPR社外観DSPR社 代表取締役社長　中西 伸浩 氏（写
真左）、理事長　小林 憲明 公益財団法人交通遺児育英会からの

感謝証

ステークホルダーダイアログを実施
JQAは持続可能な社会への貢献を目指して、事業活動にさまざまなステークホルダーからのご意見を反映するため、外部有
識者と JQA役職員が双方向に対話する場として毎年ステークホルダーダイアログ※1を開催しています。7回目となる今回は、
2022年3月17日に開催し、「ロボットが作り出す未来と認証機関の役割」をテーマとして有識者の方々からご意見をいただき
ました。まん延防止等重点措置適用期間中であったため、WEB会議システムを併用して開催し、各事業所から多くの職員も参
加しました。

［ご出席者］（ご所属・役職名は開催時のもの）
安藤 健 様  
（パナソニック株式会社 マニュファクチャリングイノベーション
本部 ロボティクス推進室 室長）

坂元 耕三 様  
（独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター所長）

谷川 民生 様  
（国立研究開発法人産業技術総合研究所 情報・人間工学領域  
インダストリアルCPS研究センター 研究センター長）

ファシリテーター：後藤 敏彦 様  
（特定非営利活動法人サステナビリティ日本フォーラム 代表理事）

※1.  ステークホルダーダイアログ：組織がステークホルダー（顧客、
取引先、従業員、地域住民、行政、NPOなど、組織を取り巻く利
害関係者のこと）の意見を経営に反映するため、さまざまな関係
者に参加いただき、双方向の形で話を聞く場。

ISO 39001認証 売上の一部を
「交通遺児等育成基金」「交通遺児育英会」に寄付

ご出席いただいた皆さまから、持続可能な社会とJQAの発展に
つながるご提言を多数いただきました。

●  認証や標準設定は戦略だと思う。日本の産業を後押しするための
ルールづくりは、今後の世の中を先読みする必要があります。JQA
こそ、メーカーや研究機関などと一緒になって、認証・標準に係る
ビジネスモデルをつくらなければならないと思う。

●  現状工場等ではロボット化が進んでいますが、生活圏においては
一部の地域でロボットによる配送などの実証実験が行われている
程度です。自動配送サービスに向けた法・認証制度の整備が進めら
れていますが、まだ業界のなかでも認識・理解にばらつきがあるの
で、JQAにも啓発活動をしてもらい底上げをしてほしい。

●  JQAの業務の強みは現場と接していることです。現場の求めてい
るものや課題などルールづくりの種を持っています。それを活か
す仕組みを強化してほしい。

●  グローバル認証機関はどこも、売上高、従業員数とも右肩上がりで
す。また、TIC（Testing Inspection Certification）企業の伸びも著
しい。世界のシンクタンクの予想では特にTestingのウエイトが大
きい。規模で劣るJQAは、これを踏まえてどう戦うかが重要です。

●  今後チーフ・サスティナビリティ・オフィサー（CSO）を設ける企
業が増えてきます。CSOはサステナビリティについて情報開示を
含め責任を負うことになります。ISO 14001を使うことで金融機
関から評価され、CSOの責任も全うできることをJQAからCSO
にどうアピールできるか検討してほしい。

コミュニケーションワード
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JQAの森
も

林
り

JQA地球環境世界児童画コンテストを開催 長岡技術科学大学との交流

カンボジア子ども環境教育の実施

高校生がJQA中部試験センターを見学

JQA創立 50周年記念事業および環境管理活動の一環として 2006年に林野庁中部
森林管理局と「法人の森林」協定を締結し、岐阜県高山市にある樹齢約 50年のカラ松
の森林を「JQAの森

も

林
り

」と命名し、2007年に記念植樹を行いました。以来、森林の下
草刈りなどの清掃活動を定期的に実施してきました。森林の保護・育成を助成するこ
とで、森林の荒廃防止・CO2の吸収源の確保・自然環境の保全に協力しています。

地域社会との積極的なコミュニケーションを図るため、
2021年 10月、中部試験センターにおいて愛知県立岩倉総
合高等学校1年生26名の見学を受け入れました。
岩倉総合高等学校では、地元の企業・事業所が地域社会と
どのようにかかわり、地域貢献をしているかを学び、生徒が
生き方や進路について考察する授業の一環として毎年社会
（企業）見学を実施しています。
見学は4班に分けて各試験（校正）室で行い、身近な製品
を例に「なぜ試験（校正）をするのか」「試験（校正）をしない
とどうなるのか」「働きがい」などについて説明をしました。
生徒の皆さんは、説明者の話をメモするなど熱心に取り組ん
でいました。試験（校正）の様子や質疑応答を通して JQAの
業務が社会の安心・安全を支えていることをはじめ、仕事の
やりがいなどへの理解を高めていただきました。今回の見
学を通じて社会貢献や今後の進路の参考になれば幸いです。

電波暗室内で試験方法の説明を聞く高校生の皆さん

2022年度の清掃活動の様子

力・トルク関係の校正室で説明を聞く高校生の皆さん

 インターンシップ生の受け入れ
2022年 6月、国立大学法人長岡技術科学大学の社会人

大学院生をインターンシップ生として認証制度開発普及室
で受け入れました。
認証機関の要求事項、適合性評価および機能安全の概要
紹介をはじめ、リスク評価、安全要件の演習などの座学に
加え、移動型ロボットの実機を使用した実習も行いまし
た。実機に触れることで危害の発生原因となるものの洗い
出しがイメージしやすくなったと思います。
長岡技術科学大学は、SDGs達成につながる活動に積極
的に取り組んできたことが国連から高く評価され、2018
年、国連からアカデミック・インパクトにおけるSDGsの
ゴール 9（産業と技術革新の基盤を作ろう）の世界ハブ大
学に任命されました。SDGsのゴール9は、JQAの業務と
かかわりが深いことから何かお手伝いできないかと JQA
からアプローチをして交流が始まりました。

 講義の実施
2022年5月～6月、長岡技術科学大学にて、職員が工学
部の学生約400名を対象に講義を行いました。
技術者倫理に関する講義の中の 2コマを担当し、「企業

の社会的責任－企業は何故いまSDGsに取組むのか」およ
び「ものづくりの責任」をテーマに行いました。
さらに、2022年 9月にはマネジメントシステム部門の
審査員が社会人大学院生を対象とした講義「労働安全マネ
ジメント特論」を行いました。

朝日新聞社が刊行しているキャリア教育教材『おしごと
年鑑 2022』に協賛し、「社会の土台を支えるお仕事」とし
て掲載されました。
児童や生徒の方々にとっても身近な「長さ」を例にとり、

「正確な 1メートルはどうやって確かめるの？」という疑
問に答えながら、JQAの校正事業についてイラストや図
版を使って分かりやすく紹介しています。
また、特集「SDGsってなに？」では、学校の健康診断で

利用される聴力検査機器「オージオメータ」の校正につい
て、国内唯一の JCSS（計量法校正事業者登録制度）登録
事業者としての取り組みが掲載されています。
本掲載内容が将来、児童や生徒の方々が職業選択をする
際の一助となれば幸いです。

『おしごと年鑑』とは
日本を代表する企業や団体の仕事を分かりやすく紹介し
ている小・中学生向けのキャリア教育支援教材。2016年
の創刊以降、毎年全国すべての小・中学校や、海外の日本
人学校、子ども食堂等に無償で配布され、キャリア教育
の重要性が高まってきている昨今、実際の教育現場でも積極
的に活用されています。全国の書店、ECサイト、朝日新聞販売所（ASA）
でも一般販売されていますので、ぜひご覧ください。

JQAでは ISO認証機関として審査・認証を行うだけでな
く、カンボジアで観光業者を対象とした「ISO 14001環境
マネジメントセミナー」や小中学生に対する環境の授業を
行うなど、アンコール地域を中心に現地系企業の環境保全
をサポートしてきました。環境授業については2011年より
毎年「カンボジア・エコツアー」を開催し、ボランティアの
有志職員が現地の子どもたちに環境教育を実施して地域住
民の環境意識の向上をサポートしてきました。さらに2018
年からはこの環境教育を現地の人たちだけでも行えるよう
に、環境教育実施のノウハウを伝える活動を始めました。
2020年2月以降、世界的に感染が広がった新型コロナウイ
ルスの影響で活動はストップしていますが、活動再開に向
けて今年度より準備を進めています。

小・中学生向けキャリア教育教材
『おしごと年鑑2022』に協賛美しい自然環境を未来に残すため、次世代を担う子どもた

ちの環境意識の向上を願って1999年より JQA地球環境世
界児童画コンテストを開催しています。
このコンテストを通して、子どもたちが地球環境について
考えるきっかけとなり、また、社会全体での地球環境を守る
取り組みが広がることを期待しています。第22回コンテス
トの概要および入選作品などにつきましては、表紙および
裏表紙をご覧ください。
また、コンテストの優秀作品の一部を直接見ていただく機
会として、全国の美術館などに作品を貸し出しています。お
近くで作品展が開催された際には、お気軽にお立ち寄りく
ださい。

大学構内に立つポールの上部にある
SDGsハブ大学ロゴマーク

東京の世田谷美術館で開催した作品展

高知県立のいち動物公園で開催した作品展

インターンシップの様子（講義）

インターンシップの様子（実機を使用し
た演習）

2016年に実施したカンボジア・エコ
ツアーの様子

2019年12月、子どもたちに環境教育
をする現地スタッフ
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JQAの事業
JQAは、マネジメントシステム・製品・環境などに対して審査・試験・検査などを実施し、
評価・認証する公正・中立な第三者認証機関です。主たる事業（認証等サービス）において
は、国内法および国際規格に基づき、国や国内外の認定機関による登録・認定※を受け、認証
等のサービスを実施しています。※「国や国内外の認定機関による登録・認定」については32ページで説明をしています。JQAは2017年7月、国際社会の持続可能な成長を実現するための取り組

みである「国連グローバル・コンパクト（UNGC）」に署名し、「グローバル・
コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）」に加入しました。

国連グローバル・コンパクト 10原則
原則 1  国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重する
原則 2  自らが人権侵害に加担しないよう確保する

原則 3  結社の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持する
原則 4  あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持する
原則 5  児童労働の実効的な廃止を支持する
原則 6  雇用と職業における差別の撤廃を支持する

原則 7  環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持する
原則 8  環境に関するより大きな責任を率先して引き受ける
原則 9  環境に優しい技術の開発と普及を奨励する

原則10  強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止に取り組む

人  権

環  境

労  働

腐敗防止

計量計測部門では「職員の技術力向上によるお客さまから
の信頼感向上」と「職員の成長の実感」を目的として、さま
ざまな資格を取得する目標を掲げています。なかでも計量
士国家試験は「難易度高」と位置付けられ、技術力の高さを
示す一つの指標となることから、同資格の取得を奨励し、多
くの職員がチャレンジしてきました。

2017年度からは部門として受験者をサポートするため、
有資格者の職員が得意分野の試験科目の講師となり、半年
間にわたる勉強会を毎年実施しています。
勉強会への参加は「受験勉強を継続する機会」となり、さ
らに「分からないことを相談できる指導者がいる安心感」も
得られるため、受講者から大変好評です。また講師も、受講
者が取り組みやすいように工夫したテキストの作成や講義
の経験を重ねることで、自身の勉強・スキルアップにつなげ

ており、合格した受講者が新たな講師となるサイクルもで
きつつあります。加えて、受験者以外の職員の参加も可能な
ことから、業務に役立つ知識を深める機会としても定着し
始めました。今後も改善を図りながら、引き続き技術レベル
向上と職員の満足度向上に努めます。

JQAが永続的に事業を継続できるよう、目指すべき姿、新
規事業、人材および組織体制等のテーマについて、部門の
枠を超えた議論を行い必要な方策を立案することを目的に
2022年4月、「JQAミライ共創会議」を設立しました。
会議は、2022年4月から開催され、JQAの長期事業計画の

達成に向けて議論を行っています。
JQAミライ共創会議の様子

勉強会の様子

「国連グローバル・コンパクト」に署名し、
「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン」に加入

計量士国家試験勉強会の実施

「JQAミライ共創会議」を設立

マテリアル試験
建物の信頼性を支えます

20 　　　マテリアルテクノ部門

電気製品・医療機器・車載機器の認証・試験
暮らしの安全を支えます

16 　　　総合製品安全部門

JISマーク認証
品質や安全性の指標を提供します

22 　　　JIS認証事業部

ISO認証
組織や社会の持続的な発展をサポートします

14 　　　マネジメントシステム部門

計測器の校正・特定計量器の検定
確かな精度で高品質なものづくりを支えます

18 　　　計量計測部門

24 地球環境に関する審査・評価・支援
環境情報の信頼性を支えます

　　　地球環境事業部

26 ロボット安全評価・認証サービス
ロボット産業の発展に貢献し、安全・安心な暮らしを支えます

　　　認証制度開発普及室



14 15CSR報告書 2022 CSR報告書 2022

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
事
業

J 

Q 

A
の
事
業

事業を通じた環境貢献
JQAは、ISO 14001（環境）や ISO 50001（エネルギー）などの環境関連
規格の認証を通じて、組織の環境パフォーマンス向上に寄与し、環境保全・
環境負荷の低減に貢献します。また、JQA独自のサービスにより、環境経営
を目指す組織がより効率的・効果的に活動できるよう支援しています。

ISO 14001＋GHG検証 
GHG検証で求められるGHG算定シス

テムの検証を ISO 14001の審査に組み込
むことで、効率的な検証を行います。シス
テムとパフォーマンスの両面から組織の
エネルギー管理を継続的に改善するための支援を行うことで、効率的な気
候変動対策につなげます。

マネジメントシステム統合プログラム 
複数のマネジメントシステムの統合に向けた取り組みをステップバイステッ

プでサポートするJQA独自のサービスです。従来の複合審査※2や IMS審査※3

における豊富な経験や知見を基に開発しました。マネジメントシステムの統合
による効率化や有効活用を目指す組織のニーズに、これまで以上に応えます。

ISO 14001審査

GHG排出量検証

マネジメントシステムの統合によるメリット
パフォーマンスの向上 トータルコストの低減

● 分かりやすく使いやすい
● ムダの排除
● 部分最適から全体最適へ

● 内部コストの軽減
● 受審回数の低減
● 審査工数の削減

維持・管理効率の向上

審査効率の向上

※1.  国際標準化機構（International Organization for Standardization）：国
際的な標準である国際規格を策定するための非政府組織。略称 ISO。国際
標準化機構が発行した国際規格も一般に ISOと言われる。

※2.  複合審査：すでに取得したマネジメントシステム規格の定期・更新審査、
新たに取得を目指すマネジメントシステム規格の登録審査を組み合わせて
複合的に行う審査。

※3.  IMS審査：複数のマネジメントシステム規格を一つに統合し、組織のな
かで有効に運用しているかを審査する。2005年より開始した JQA独自の
サービス。

※4.  六次産業化：一次産業としての農林漁業と、 二次産業としての製造業、 三
次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、 農山
漁村の豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取り組み。

マネジメントシステムの認証
• ISO 9001（品質）
• IATF 16949（自動車）
• JIS Q 9100（航空宇宙）
• TL 9000（電気通信）
• ISO 13485（医療機器・体外診断用医薬品）
 
• ISO 22000（食品安全）
• FSSC 22000（食品安全）
• JFS-C（食品安全）
• ISO 9001-HACCP（食品安全）
 
• ISO 14001（環境）
• ISO 50001（エネルギー）
• ISO 45001（労働安全衛生）
• ISO 39001（道路交通安全）
 
• ISO/IEC 27001（情報セキュリティ）
• ISO/IEC 27017（クラウドサービスセキュリティ）
• ISO/IEC 27701（プライバシー情報）
• JIS Q 15001（個人情報保護）
• ISO/IEC 20000（ITサービス）
• ISO 22301（事業継続）
 
• REACH＋プラス（製品含有化学物質）

2021年 7月に「JQA審査アカデミー」を開校しました。
「JQA審査アカデミー」は、審査員の仕事に興味がある方や
審査員への転身をお考えの方などを対象とした講座で、ISO
マネジメントシステム審査に求められる知識や力量の一部
を学べます。
「ISO審査員の仕事を知る」ことに重点を置き、ISO 9001
規格の解説、審査実務、審査の具体的な技法、他のアカデミー
生とのワークショップなどを実施。現役審査員との交流や模
擬審査を通じて審査員としての仕事の面白さややりがいを
実感する受講者も多く、アカデミー修了後、JQA審査員に応
募、合格した方もいます。2022年度は受講者の皆さまからの
声を受け、期間を6カ月から4カ月に短縮。遠方の方でも通
いやすいよう土日連続講義の実施など短期集中の上半期2回
開催（4月開催コース・7月開催コース）としました。

JQAは ISOマネジメントシステムの審査を通じてお客さ
まの持続的発展に寄与し、ひいては社会に貢献するという
志の高い皆さまをサポートします。

2021年 10月に農業生産工程管理（GAP）の国際規格 
GLOBALG.A.P.の認証機関として、 公益財団法人 日本適合
性認定協会（JAB）より、国内初となる認定を取得しました。
これにより、申込手続きから認証書発行まで一貫した審査
サービスを JQAのみで行えるようになりました。海外認証
機関との提携作業が必要ないことから、日本語を中心とし
た審査の実施、認証書の早期発行および日本語版のご提供、
そして日本の農業文化によりフィットする審査を行います。

GLOBALG.A.P.認証は、食品安全、労働環境、環境保全
に配慮した「持続的な生産活動」を実践する優良企業に与え
られ、取引先の信頼性向上、企業価値の向上に貢献します。

また、すでにJAB認定を取得しているJGAP／ ASIAGAP
との同一審査員による連続審査も対応可能で、海外輸出向け
にGLOBALG.A.P.認証、国内大手スーパー向けに JGAP認
証の活用をご検討されているお客さまにシームレスな審査
サービスをご提供します。
農業の六次産業化※ 4に向

け、マネジメントシステム認
証規格との連続審査にもワン
ストップで対応します。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により世の中が大
きく変わりつつある今、急激な環境変化がコンプライアンス
違反を引き起こす要因となることが考えられ、今後ますます
企業でのコンプライアンスへの取り組みが重要となってき
ます。

JQAでは、ISO認証サービスなどで得られたコンプライ
アンス違反のビッグデータの分析結果をもとに、「違反事例
から学ぶコンプライアンスシリーズ」セミナーを2021年 7
月より開始しました。コンプライアンスの概要について解説
する「入門編」や、環境法令に焦点を当てた「環境編」の他、

個別法令にテーマを絞った「廃棄物処理法」や「フロン排出
抑制法」などのコースを提供しています。
これらのセミナーは、法令の解説はもちろん、条文の背後
にある世の中のニーズや期待、“なぜこれをやる必要がある
のか”の部分まで掘り下げており、企業のコンプライアンス
担当者はもちろん、現場で法令遵守の運用を担う方がルール
の意味を理解するのにも役立つ内容となっています。

JQAはセミナーを通じて、企業のコンプライアンス意識
の向上に貢献していきます。

講義の様子

全員に修了書を授与

JQAの事業

「JQA審査アカデミー」開校

GLOBALG.A.P.認証機関として国内初となるJAB認定を取得

セミナー「違反事例から学ぶコンプライアンスシリーズ」を開始

主なサービス

　マネジメントシステム部門

（画像の登録証はサンプル品です）

ＩＳＯ認証 ISO 9001や ISO 14001は、国際標準化機構※1が
発行した組織のマネジメントシステムに関する代表
的な国際規格です。JQAは、マネジメントシステム
認証機関として国内外の認定機関より認定を受け、
組織が構築したマネジメントシステムが ISOの要求
事項に適合しているかどうかを審査し、認証してい
ます。さらに、組織力、現場力、継続力、人材育成力
等、マネジメントシステムにつながる“組織のチカ
ラ”を高める審査とサービスを通じて組織の価値向
上を支援し、地球環境保全と経済活動が調和する持
続的発展が可能な社会づくりに貢献します。また、
ISO 9001や ISO 14001をはじめ、自動車・航空宇
宙・電気通信・医療機器などの業界規格まで、国内で
は最も広い分野において審査・認証ができる力量を
有しています。幅広い「専門性」とそれらの「総合力」、
そして国内最多の認証実績を活かし、「信頼」へのさ
まざまなニーズに応えます。

組織や社会の持続的な発展を
サポートします



16 17CSR報告書 2022 CSR報告書 2022

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
事
業

J 

Q 

A
の
事
業

事業を通じた環境貢献

近年、急速に性能が向上している省エネ機
器について、JQAでは、電気・電子製品の適
合性評価業務を通じて、その電気的安全性や
省エネ性能を客観的に評価することにより、
信頼性の高い製品の市場供給を支え、省エネ
製品の普及、ひいては環境負荷の低減に貢献
します。

LED照明機器の試験・認証
LED照明機器の電気安全性について

S-JQAマーク認証や電気用品安全法への適合
の確認を行うほか、光の安全性、照度・エコ性
能（エネルギー効率）などの試験を実施してい
ます。

リチウムイオン二次電池の安全試験 
IEC 62133に基づく試験およびCB証明書

の発行や電気用品安全法 別表第九※3（リチウ
ムイオン蓄電池）に基づく適合性確認試験、
UN 38.3等の依頼試験を実施しています。

電気・電子製品のエネルギー消費効率試験 
各国・地域の電気・電子製品のエネルギー
効率規制に基づく試験を実施しています。

※1.  電気用品安全法：電気用品を消費者が安全に使用できるよう、電気用品が
満たすべき安全上の技術的な基準が定められた法律。その他、電気用品の製
造・輸入・販売を事業として行う場合の手続きや罰則などが定められている。

※2.  EMC試験：EMCとは「Electromagnetic Compatibility：電磁両立性」の
頭文字で、電磁的妨害源とならない、かつ、電磁的な干渉を受けない、ある
いは受けても正常に動作する（両立する）ことを確認する試験。

※3.  電気用品安全法　別表第九：蓄電池による事故の未然・再発防止を目的と
した改正にあわせ、2008年に電気用品安全法施行規則、電気用品の技術上
の基準を定める省令が改正され、新たに別表第九に「リチウムイオン蓄電
池の技術基準」が追加された。一定の要件に適合するリチウムイオン電池
は電気用品安全法の対象とされ、電池の製造または輸入する場合は、技術
基準に適合したものでなければならない。

S-JQAマーク認証
電気・電子製品の第三者認証。製品
に対する試験と製造工場の検査によ
り認証された製品にはS-JQA
マークが表示されます。

電気用品安全法に基づく 
適合性検査

消費生活用製品安全法に  
基づく適合性検査

医薬品医療機器等法に基づく  
医療機器の認証

電波法に基づく  
無線設備の適合証明

台湾BSMI認証の適合性評価
日台MRAに基づく適合性評価機

関として、試験・工場検査を行い、適
合証明書を発行することがで
きます。

CMJ登録
電気・電子製品の部品・材料を対象と
した登録制度。電気用品部品・材料認証
協議会（CMJ）の下、登録を行います。

CB証明
電気・電子製品の試験結果を国際
的に相互受け入れする制度。50ヵ国
以上の機関が参加しています。

海外認証のための安全試験  
および申請代行
世界各地の認証機関との提携に基
づき、電気・電子製品の各国規格に
よる試験と各認証機関への申請代行
を行っています。

EMC試験
北米・欧州・アジアなどの主な機関
から認定され、電気・電子製品の各
国規格によるEMC試験と各認証機
関への申請代行を行っています。

無線LAN／ SAR試験
無線 LAN（Bluetooth含む）搭載
機器のEMC試験や無線通信機器の
SAR（電磁波エネルギー吸収比率）の
測定を実施しています。

2019年 10月に完成した彩都EMC試験所（大阪府茨木
市）の1基に加え、 2021年1月に安全電磁センター（東京都
八王子市）に2基、2021年5月には中部試験センター（愛知
県北名古屋市）に3基の車載機器専用電波暗室を開設しまし
た。新設の電波暗室には、自動車メーカーごとの異なる各種
スペックに対応できる最新鋭の試験設備を導入し、今後の自
動車の電動化およびADAS（先進運転支援システム）や自動
運転の進化に伴う試験・評価ニーズの多様化に柔軟に対応
できるようになりました。また、今後需要の拡大が見込まれ
る実環境に近い、多方向からの電磁波妨害を模擬すること
が可能なリバブレーションチャンバーを安全電磁センター
と中部試験センター（中部地区初）に導入しました。
新設したEMC試験棟は、使い勝手の良い試験所を目指し
て設計され、最新鋭の設備導入にとどまらず、各試験室で利
用者同士が接触しない動線設計を採用するなど、使用する
方に最大限配慮した仕様になっています。また、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大を背景にニーズが高まっているオン
ライン立ち合いや土日祝日の試験にも対応します。

JQAでは今後もお客さまの利便性を高め、ご要望に合わ
せた試験を提供できる体制を整えていきます。

車載イーサネットは、自動車の安全性や快適性を高める技
術として従来の車載ネットワークよりも速いことで注目さ
れています。

JQAは、国際連合が発行した自動車法規UN ECE R10
に基づくイミュニティ（電磁ノイズへの耐性）機能として、
IEEE 100BASE-T1規格に準拠した、車両データ伝送路の

機能を確認する「車載イーサネット性能評価試験」を開始し
ました。自動車内外で発生する電磁ノイズを模した試験環
境下でもその影響を受けることなく、物理層の通信品質を容
易に判定することが可能な最新システムを導入しています。
今後ますます進化する自動車の安全運転支援システムや自
動運転技術を実現するための基盤技術を支えていきます。

JQAの事業

車載機器専用EMCラボ新設

「車載イーサネット性能評価」システム導入

主なサービス

安全電磁センター（東京都八王子市）に新設した車載機器専用EMCラボ

中部試験センター（愛知県北名古屋市）に導入したリバブレーションチャンバー

● システム構成例
電波暗室

DUT

Remote
Loopback

車載装置

PHY-BOX

バッテリ搭載
外部電源不要

テスタユニット

BER測定

最長50m

UTPケーブル
100BASE-T1

ノイズ印加

光ファイバ接続によりテスタユニットはノイズの影響を受けません。

　総合製品安全部門

電気製品・医療機器・
車載機器の
認証・試験

私たちの身の回りにある電気製品や医療機器、ま
すます電子化・電動化が進む自動車には、安全に使
用できるように、さまざまな規制や基準が設けられ
ています。JQAは、S-JQAマークなどの認証や、電
気用品安全法※１等に基づく登録検査機関として適合
性検査業務を行うほか、各種技術基準・規格に基づ
いて電気的安全性の試験やEMC試験※ 2などの適合
性評価を実施し、信頼性の高い製品の市場供給と安
全な暮らしを支えています。

暮らしの安全を支えます



18 19CSR報告書 2022 CSR報告書 2022

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
事
業

J 

Q 

A
の
事
業

事業を通じた環境貢献

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法、振動規制法などでは、事

業者が順守すべき基準を定め、生活環境の保全を図っています。“順守すべ

き基準”を満たしているかどうかを事業者が判断するためには、精度の維持

された計量器による正確な環境測定が不可欠です。JQAは、環境計量用の
特定計量器の検定・校正を通じて正確な環境測定・監視を支えています。

また昨今、社会的に関心の高い環境中の放射線量についても同様に、放

射線測定器の校正を通じて、正確な放射線測定を支えています。

環境計量用の特定計量器の検定・校正
• 騒音計
• 振動レベル計
• 大気濃度計
• pH計

放射線測定器の校正
• 個人線量計（個人の被曝線量管理に使用されます。）
• 高精度線量計（病院などの医療機関での線量管理に使用されます。）
• サーベイメータ（空間の線量率測定に使用されます。）

※1. IAJapan：独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター。
※2.  JCSS（Japan Calibration Service System）：計量法に基づくトレーサビ

リティ制度。計量法関係法規および校正機関の能力に関する国際規格（ISO/
IEC 17025）の要求事項に適合しているかどうか、独立行政法人製品評価
技術基盤機構 認定センター（IAJapan）が審査し、校正事業者を登録するも
の。JQAは、国際MRA（相互承認）への対応も含めて登録されている。

※3. A2LA：米国試験所認定協会。
※4.  計量法：国際単位系の適用を基本とした法定計量単位、計量分野の適正な

取引・証明確保にかかわる諸制度、計量トレーサビリティを確保するため
の計量標準供給制度などを主な規定内容とする法律。

計測器の校正
長さ／角度／電気／放射線／ EMC／
質量／力／トルク／硬さ／圧力／密度／
体積／流速／流量／音響／振動／温度／
湿度／濃度／標準物質（熱量標準）／
粘度／オージオメータ／　ほか

特定計量器の検定

JQAの校正ラベル 検定証印

JQAの事業

主なサービス

計量計測部門ソリューションサービス課では、技能試験に
関する一般要求事項である国際規格 ISO/IEC 17043（JIS 
Q 17043）の認定を取得し、2021年11月より技能試験サー
ビスを開始しました（認定機関：公益財団法人 日本適合性認
定協会：JAB）。校正分野では国内初の認定取得となります。
技能試験とは、複数の参加組織（校正機関等）が同一の計
測器（ノギス、温度計など）について校正を行い、その結果
について、技能試験提供者が事前に定めた評価基準に従っ

て参加組織を評価し、報告するものです。技能試験に参加す
る組織にとっては、適切なデータを提供できる能力を持つ
ことを実証する有効な手段であり、品質管理や改善に役立
つことから組織の信頼性を確保する取り組みの一つになり
ます。

JQAは、技能試験提供者として国内校正機関等の品質管
理・改善に寄与し、日本の高品質なものづくりを支えます。

技能試験サービスを開始

● 技能試験スキームのイメージ

計量計測部門の温度分野では、2022年2月にA2LA
による定期審査を受け、高温度領域および低温度領域
ともに認定範囲を拡大しました。
半導体業界や鉄鋼業界、航空宇宙業界など、高温度
環境下での温度計測が必要となる分野における校正
ニーズにお応えするため、中部試験センター（愛知県
北名古屋市）では新たな電気炉等の設備を導入。校正
方法の検討や不確かさ評価を行い、これまで 1200 ℃
だった認定校正の上限を1554 ℃まで広げました。
また近年、新型コロナワクチンでも話題になったよ
うに、医薬品や食品、液化天然ガスの輸送・保管時の
環境確認のため、-100 ℃以下の温度計測のニーズも
高まっています。計量計測センター（東京都八王子市）
では液体窒素を利用した新たな校正手法を導入し、窒
素沸点（-195.8 ℃）での校正サービスを開始しました。

JQAは日本をリードする校正機関として、常にお客
さまのお困りごとやニーズに耳を傾け、新規認定品目
の取得や校正範囲の拡大に邁進します。

温度分野におけるA2LA校正の認定範囲拡大

高温用電気炉

液体窒素装置

計測器の校正・
特定計量器の検定

産業界ではさまざまな計測器が使用されています
が、その精度を維持するためには適切な校正が必要で
す。JQAは、校正機関として IAJapan※1（JCSS※2）
および米国のA2LA※ 3より ISO/IEC 17025に基づ
く認定を受け、電子計測器・長さ計測器・温湿度計測
器など国内最大級の校正品目・認定範囲のサービス
を提供しています。
また、取引・証明に使用する計量器のうち、政令で
定められた特定計量器は、計量法※4に基づく検定を
受け、合格したものでなければなりません。JQAは、
指定検定機関として経済産業大臣から指定を受け、
騒音計や振動レベル計、大気濃度計、pH計といった
環境計量用の特定計量器について、検定を行ってい
ます。

確かな精度で高品質な
ものづくりを支えます

　計量計測部門
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事業を通じた環境貢献

構造物等の試験 
近年、南海トラフの巨大地震や首都直

下地震が予測され、それらが発生した場

合の甚大な人的・物的被害が懸念されて

います。このようななか、構造物等の耐震

診断を行い、必要に応じた耐震改修を進

め地震に強い構造物にすることにより、

被害を大幅に軽減することが可能となり

ます。大切な人命や財産、街を守ることは

もちろん、廃棄物の発生を抑止し、資源の

有効利用や省エネにもつながります。

JQAは、構造物の強度・耐久性の診断
の一助として、抜き取ったコンクリート

コア等の試験を実施することにより、構

造物の強度・耐久性の確保（構造物の長

寿命化）を支援し、資源の有効利用や省

エネに寄与します。 ※1.  JNLA（Japan National Laboratory Accreditation system）：産業標準化法に基づく制度。試験所の能力に関する国際規格（ISO/IEC 17025）の要求事項に適合し
ているかどうか審査を行い試験事業者を登録するもの。JQAは、品質システム・試験設備などの適切な維持・管理や日本産業規格（JIS）に規定する試験の実施能力
などについて国際MRA（相互承認）への対応も含めて審査され、登録されている。

建設材料試験
棒鋼・鋼材／コンクリート／骨材／セメント／練混ぜに用いる水／土質

コンクリート構造物の診断にかかる試験・調査
構造物から抜き取ったコンクリートコアの圧縮強度試験・中性化試験・ 
塩分試験など

製品・金属材料等の試験
ボルト・ナット・座金／ねじ／めっき／金属材料／製品

塩分含有量測定器の点検
リバウンド（シュミット）ハンマーの点検

2021年10月、一般社団法人大阪建設業協会の会員会社に所属する若手社員の方を対象にした見学会を関西試験センターで
実施しました。3日間で7社、63名の方が参加され、生コンクリート受入検査の実演やコンクリートの圧縮試験、鉄筋継手の
引張試験などを見学されました。建設材料の試験を目の前で見ることが初めての方も多く、特に鉄筋の引張試験で鉄筋が破断
する瞬間の大きな破裂音には驚かれている様子でした。それぞれの作業で細かい規定があることを知っていただき、また、通
常はご紹介できない作業を見ていただくことができ、参加された皆さまとともに有意義な時間を過ごせました。

JQAはこれからも技術の向上と社会の発展に役立てるよう努めてまいります。

JQAの事業

ゼネコン若手社員向け見学会を実施

2022年1月、中部試験センターにおいて、コンクリートの耐久
性を確認する「硬化コンクリートの含水率測定」業務を開始しま
した。
コンクリート構造物の劣化要因の一つとして考えられている水
は、凍害、アルカリシリカ反応、鉄筋の腐食などの劣化進行速度
に大きな影響をおよぼすと言われています。
「硬化コンクリートの含水率測定」は、コンクリート構造物か
らコンクリートコア等を採取し、コンクリート中に含まれる水分
の割合を測定する方法で、近年コンクリートの耐久性を知る方法
の一つとして注目されています。

JQAは建設材料試験などの試験を通じて建物の信頼性を支え
ます。

中部試験センターで硬化コンクリートの含水率測定業務を開始主なサービス

圧
縮

引
張

Pick UP JQAの試験 構造物などの試験
鋼材やコンクリート
材料に対して、引張・曲
げ・圧縮・乾燥収縮・ア
ルカリシリカ反応など、
各材料に必要とされる
さまざまな試験を行い、
品質を確認しています。

生コンクリートに関する座学の様子

コンクリート圧縮試験の説明

生コンクリート受入検査の実演

鉄筋の引張試験の説明

加工前のコンクリート供試体（持ち込み時）

加工後のコンクリート供試体（20mmピッチでカット）

　マテリアルテクノ部門（MT部門）

マテリアル試験
都市の過密化や高層化が一段と進んできた近年、
地震などの災害から建築物の安全性を確保するな
ど強靭性への対応がますます重要視されています。
JQAは、「技術的に適正な試験結果を提供する能力
を有する試験機関」として、JNLA※ 1制度において
ISO/IEC 17025に基づく認定を受け、建設材料の試
験などを行い、建築物の信頼性を支えています。
また、製品の設計・開発にあたり、安全・性能につ
いて自社での試験結果だけではなく、第三者による
評価が求められる場合や、製造者と購入者の間で、
製品の性能に関する第三者の取引証明が求められる
場合があります。JQAは、開発・設計・製造などの各
段階において各種試験を実施し、確かな視点から品
質保証を推進しています。

建物の信頼性を支えます
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本認証は JIS X 25051に基づき、 JQAがアルプスアル
パイン社の携帯デバイス向けアプリケーション「Share to 
Care※1」に対して、 JIS規格における品質要求ならびにソフ
トウェア作成に係る同社の品質管理体制が要求を満たして
いるかを審査し、初めて認証したものです。
認証取得により、 当該のソフトウェアが JIS X 25051が

定める品質要求等を満たし、 かつその作成事業者が「電磁
的記録に係る日本産業規格への適合性の認証に関する省令」
に規定された確かな品質管理体制を備えた組織であること
を客観的に証明でき、既存ソフトウェア製品関係書面に JIS
マークの表示が可能となります。これによりソフトウェア
ユーザーの安心と信頼性の向上につながります。 

JQAは新分野に対する JISマーク認証の実施を通じて、
第三者の立場でソフトウェアやデータの信頼性を評価し、安
心・安全な製品の市場投入に寄与する活動へ注力します。

事業を通じた環境貢献

環境関連JISの普及・拡大
JQAでは、産業廃棄物のうち、リサイクルが困難なプラスチックや加工
された古紙などを主原料とした固形燃料「RPF」、使用済みのエンジンオイ
ル・潤滑油を主原料とした「再生重油」などの認証を実施しています。環境

関連製品に JISマークが表示されることにより、登録認証機関の厳格な評
価を受けた確かな品質であることを確認でき、製品選択の際の指針になり

ます。

2021年度は、環境関連 JISにおいて合計3件の新規 JISマーク認証を行
いました。環境関連 JIS製品の普及・拡大により、枯渇する化石資源の使用
量を減らし、二酸化炭素（CO2）排出量の削減に貢献します。

2022年 6月 9日付で、アルプスアルパイン株式会社に対
して JIS X 25051に基づくソフトウェアやデータなどの電
磁的記録に関する JISマーク認証契約を締結し、認証書の授
与式を行いました。

JISマーク表示制度は、事業者が国により登録された民間
の第三者機関（登録認証機関）から認証を受け、自社の製品
等が日本産業規格（JIS）に適合していることを示す表示と
して JISマークを製品等に付けることができる制度です。こ
れまで鉱工業品およびその加工技術のみが対象でしたが、近
年の情報技術の発展を背景に2019年7月の産業標準化法の
改正によりソフトウェアやデータなどの電磁的記録が追加
されました。 

JQAの事業

電磁的記録に関するJISマーク表示制度の第一号認証書を発行

JQAは、一般社団法人日本福祉用具評価センター
（JASPEC）の任意制度「JIS Y 2001に基づく事業者認定登
録制度」において、被認定組織を検査する機関として委託を
受けています。このたび、パラマウントケアサービス株式会
社に対して初めて検査を実施し、検査報告書を発行。認定登
録判定に活用され、2022年5月12日、同社は「JIS Y 2001
に基づく事業者認定登録制度」における第一号として認定さ
れました。

JIS Y 2001は、商業施設などで貸し出される車いす等、
さまざまなレンタル制度によって流通する福祉用具が、メ
ンテナンス不良により事故が発生することを未然に防ぐこ
とを目的に、貸し出される前に適切な工程による整備が行
われるための指針として2022年3月22日に公示された規

格です。
今後も公正・中立な第三者機関として、専門的・客観的な
立場から JISマーク認証などの審査で培った豊富な知識と
経験を活かしたきめ細やかな対応で社会に貢献します。JISマーク認証

• 土木・建築（A）
• 一般機械（B）
• 電子機器・電気機械（C）
• 自動車（D）
• 鉄道（E）
• 鉄鋼（G）
• 非鉄金属（H）
• 化学（K）
• 鉱山（M）
• パルプ・紙（P）
• 窯業（R）
• 日用品（S）
• 医療安全用具（T）
・情報処理（X）
• その他（Z）

主なサービス

鉱工業品 加工技術 特定側面

アルプスアルパイン株式会社 取締役　遠藤 浩一 様（写真右）、
理事長　小林 憲明

JQAの電磁的記録に関する JISマーク

※1.  「Share to Care」：音楽や動画、写真などのコンテンツをスマートフォンやタブレットなどを使って家族や友人などと共有できるアプリ。「親機」となる端末と
「子機」との間をWi-Fiで接続し、スマートフォンやタブレット内のコンテンツを自宅や車内など同じ空間で楽しむことができるネットワークプレイヤー。

（一社）日本福祉用具評価センターによる任意制度の検査機関として
初の検査を実施

　JIS認証事業部

JISマーク認証 JISマーク表示制度は、産業標準化法に基づき、国
に登録された機関（登録認証機関）から認証された事
業者が、認証を受けた鉱工業品やその加工技術、あ
るいは電磁的記録や役務などに JISマークを表示で
きる制度です。つまり、JISマークは品質や安全性の
指標と言えます。

JQAは JISマーク表示制度の登録認証機関として
幅広い範囲の製品や加工技術に対して、国内および
海外を対象に品質管理体制の審査や製品が日本産業
規格に適合しているかの試験を実施し、認証を行っ
ています。

品質や安全性の指標を
提供します
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事業を通じた環境貢献

GHG排出量の検証を通じて、組織が行う環境活動の情報の信頼性を支え、持続的発展が可能な社会の実現に寄与
します。また、気候変動対策における新たな分野での事業体制を整備し、社会の二ーズに応えるとともに、より環境
価値の高いプロジェクトの推進に寄与することにより、社会全体のGHG削減に貢献します。
GHG排出量検証（海外）

GHG削減に関する審査機関のパイオニアとして、グロー
バルな審査サービスを提供します。
•  CDMプロジェクトの有効化審査／検証・認証
•  JCM（二国間クレジット制度）

GHG排出量検証（国内）
国内のGHG削減を目指すさまざまな制度における審査・
検証機関として、GHG排出量の検証を行います。
• SHIFT制度※4

• J-クレジット制度
• カーボン・オフセット第三者認証プログラム※5

• エコリーフ /カーボンフットプリント（CFP）※6

• 東京都制度
• 埼玉県制度※3

CSR・環境情報の第三者検証

※1.  クリーン開発メカニズム（CDM）：京都議定書に基づいて、先進国が技術や
資金を提供し、開発途上国と協力して温室効果ガスの削減事業を進め、途
上国で削減した量を先進国の目標達成に算入できる制度。

※2.  J-クレジット制度：省エネルギー機器の導入・森林経営などの取り組みに
よるGHG排出削減量、吸収量をクレジットとして国が認証する制度。創出
されたクレジットは、低炭素社会実行計画の目標達成やカーボン・オフセッ
トなどに活用される。経済産業省・環境省・農林水産省により2013年に開
始。

※3.  東京都制度、埼玉県制度：2010年より東京都が開始した「温室効果ガス排
出総量削減義務と排出量取引制度」。東京都がエネルギー使用量の多い大
規模事業所に対してGHG排出削減を求める制度。削減義務を達成するた
めに国内初のキャップ&トレード方式による排出量取引が行われる。また、
2011年4月より、埼玉県でもほぼ同様の仕組みの「目標設定型排出量取引
制度」が開始された。

※4.  SHIFT制度：工場・事業場における先導的な脱炭素化に向けた設備更新・
電化・燃料転換・運用改善の組み合わせにより、2030年削減目標の達成や
2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取り組みを促進する制度。

※5.  カーボン・オフセット第三者認証プログラム：カーボン・オフセットやカー
ボン・ニュートラルの取り組みについて、一定の水準を満たすものを認証

する仕組み。カーボン・オフセットとは、自らの温室効果ガス排出量につい
て主体的に削減する努力を行うとともに、どうしても削減できない排出量
の全部または一部を「他の場所での排出削減・吸収量（クレジット）」でオ
フセット（埋め合わせ）すること。カーボン・ニュートラルとは、カーボン・
オフセットをさらに深化させ、事業者などの事業活動などから排出される
温室効果ガス排出総量の全部を「他の場所での排出削減・吸収量（クレジッ
ト）」でオフセット（埋め合わせ）する取り組み。

※6.  エコリーフ /カーボンフットプリント（CFP）：商品やサービスのライフサ
イクル（原料調達から廃棄・リサイクルまで）で排出される温室効果ガスの
量をCO2量に換算し、商品やサービスにマーク表示（見える化）し、宣言の
登録公開ができる制度。

※7.  スコープ3：サプライチェーンにおけるGHG排出量のとらえ方の一つで、
企業がサプライチェーン全体のGHG排出量を算定・報告するための国際
基準。組織の直接排出をスコープ 1、電気・蒸気・熱の使用に伴うGHGの
間接排出をスコープ2、スコープ2以外の、例えば原材料の調達や物流・流
通による間接排出をスコープ3とする。2011年10月にGHGプロトコル・
イニシアチブより発行された。

※8.  CDP：機関投資家が連携し、企業や都市に対して気候変動への戦略や具体
的なGHG排出量、水や森林リスクに関する情報開示を求めるプロジェクト。

2015年にGPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）が国
連責任投資原則（PRI）に署名して以降、企業の非財務情報
開示へのニーズが高まり、現在もその状況が続いています。
また、2021年に東京証券取引所が定める有価証券上場規程
の一部である「コーポレートガバナンス・コード」が改訂さ
れ、プライム市場上場企業において、サステナビリティに
ついての取り組みをTCFD （気候関連財務情報開示タスク
フォース）または同等の枠組みに基づく開示の質と量を充実
することが記載されました。これに伴い、2022年にはCDP
が環境情報開示要請（気候変動分野）の対象日本企業を東証

プライム市場上場企業全社に拡大しました。
こうした時勢を背景に企業の非財務情報の開示を推し進
める動きがますます強まり、情報に対する第三者検証のニー
ズも増えています。

JQAは、国内外の企業がCDP等へ公表する環境情報
（GHG排出量、水使用量、廃棄物発生量など）や社会情報（女
性管理職比率、労働災害度数率など）を「網羅性、正確性、中
立性、検証可能性」などの観点から、一般に公正妥当だと認
められる基準等に基づいて第三者検証を行い、お客さまの
環境・社会情報の信頼性向上に寄与します。

JQAの事業

企業の環境・社会情報（非財務情報）の開示を支援

JQAは再生可能エネルギーの「グリーンエネルギー認証業務」を行っています。太陽光・風力・バイオマス発電設備で発電さ
れた電力の環境価値を証書化することで、証書を購入した組織が使用する電力を再生可能エネルギーによって発電されたものと
みなすことができます。本業務を通じて、組織（企業・自治体など）が事業運営に必要な電力を100%再生可能エネルギーで賄う
目標を掲げるRE100（Renewable Energy 100%）の取り組みにも貢献します。

グリーンエネルギーの設備認定および電力量・熱量認証

主なサービス

環境・社会情報の第三者検証

近年では、GHG排出量の削減政策として、規制的手法
に加え、カーボンフットプリントコミュニケーションプ
ログラムやサプライチェーンにおけるスコープ3※7の算
定、CDP※8に基づくグローバル企業に対するGHG排出
量の調査・評価といった「CO2の把握・見える化」が関心
を集め、組織の自主的な取り組みを評価する動きが世界
規模で活発になっています。JQAでは、法令などの枠組
みにとらわれない各社のニーズに応じた検証を「環境・社
会情報の第三者検証」と呼び、国内外で実施しています。

グリーン電力（熱）証書を活用するメリットは、グリーン電力発電設備等を自ら保有することが困難な企業・自治体などで
あっても、グリーン電力（熱）証書を保有することで環境に貢献できることです。また、グリーンエネルギー発電者は、保有す
るグリーンエネルギーの環境付加価値が移転可能な「グリーンエネルギー証書」を購入希望企業などに販売し、その収入を新
たなグリーン電力発電設備などの建設や維持に活用することができます。

 グリーン電力（熱）証書の活用

設備認定、電力量・熱量認証

設備認定、電力量・
熱量認証の申請

従来どおりの
電力・熱供給

電力・
熱購入料

電力・
熱販売

JQA

環
境
価
値
購
入
者

グ
リ
ー
ン
熱
発
生
事
業
者

グ
リ
ー
ン
電
力
発
電
事
業
者

価
値

環
境
付
加

価
値

電
気
・
熱
自
体

電力会社 B
熱供給会社 B

電力会社 A
熱供給会社 B

申請事業者
兼

グリーン電力・熱証書発行者

グリーン電力
発電・熱利用
委託

グリーン電力 
付加価値の
移転

グリーン電力・
熱証書購入
申し込み

グリーン電力・
熱証書発行 
（グリーン電力・熱付加価値の移転）

　地球環境事業部

地球環境に関する
審査・評価・支援

JQAは2004年より世界初のクリーン開発メカニ
ズム（CDM）※ 1指定運営機関として、多くの途上国
の温室効果ガス（GHG）削減プロジェクトの有効化
審査／検証・認証業務を行ってきました。また現在
は、JCM（二国間クレジット制度）の業務も開始し、
優れた低炭素技術・製品・システム・サービス・イン
フラの普及などを加速させ、途上国の持続可能な発
展に貢献しています。
国内でも J-クレジット制度※ 2や東京都制度※ 3な
どのさまざまな制度で審査、妥当性確認・検証を行っ
ており、2011年には国内で初めて、GHGに関する
妥当性確認・検証機関として、公益財団法人 日本適
合性認定協会（JAB）より ISO 14065に基づく認定
を受けました。この認定は、JQAが質の高い審査、
妥当性確認・検証体制を整備していることを証明し
ています。

JQAは審査・検証をすることで、組織が行う環境
活動の情報の信頼性を支えるとともに、組織のGHG
削減活動をサポートし、持続的発展が可能な社会の
実現に寄与します。

環境情報の信頼性を支えます
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　認証制度開発普及室

ロボット安全評価・
認証サービス

※1.  ISO 13482 （Robots and robotic devices – Safety requirements for personal care robots）：2014年に国際標準化機構（ISO）が発行した、サービスロボット
（生活支援ロボット）の安全性に関する唯一の国際規格。

JQAの事業

JQAは、株式会社ジェイテクト（以下、ジェイテクト社）
の「パワーアシストスーツ J-PAS fleairy」を国際規格 ISO 
13482に基づいて認証し、認証書の授与式を2021年11月
12日に東京ビッグサイト青海展示棟で開催された国際福祉
機器展にて行いました。  
「パワーアシストスーツ J-PAS fleairy」は、介護作業に
特化した初めての衣服型アクティブパワーアシストスーツ
で、介護現場のさまざまな作業で介護スタッフの腰にかか
る負荷をアシストすることで、腰への負担を軽減します。ま
た、一般的なアシストスーツと比べて非常に軽量で装着部
が柔らかいため介助を受ける方にも安全で、安心感を与え
るデザインが特徴です。

TBグローバルテクノロジーズ株式会社（以下、TBG社）
の「CoRoCo-S100」を ISO 13482に基づいて認証し、認
証書の授与式を2021年4月30日に行いました。
人手不足と労働環境向上といった課題を抱えている物流
の現場では、運搬作業の省力化・効率化・省人化が求められ
ています。現在、無人搬送車や自律走行搬送ロボットなどの
普及により搬送の自動化が進みつつありますが、コストの
問題や人力による柔軟性を評価する場面も多く、しばらく
の間は人による運搬に頼らざるを得ないのが実情です。
本認証は、上記のような現場の問題を解決するため、人の
活動をサポートするサービスロボット（生活支援ロボット）
の安全性に関する国際規格 ISO 13482に基づいて、JQAが
安全性を評価し、認証したものです。
本製品は、人とともに働く協働ロボットとして、おもに工
場や倉庫での運搬作業に特化しており、簡単な操作で最大
100kgを人の手で軽々と運ぶことができます。

株式会社ジェイテクト 様

TBグローバルテクノロジーズ株式会社 様

主なサービス

産業用ロボット
／システム サービスロボット 車、センサー等 セミナー・研修

F
U

N
C

T I O N A L  S A

F E
T Y

C

E R T I F I E D

IEC 61508 

株式会社ジェイテクト イノベーション推進部 アクティブライフ事業部
第1ビジネスグループ グループ長　太田 浩充 様（写真右）、理事　浅田 純男

TBグローバルテクノロジーズ株式会社 執行役員 新事業開発統括
本部長　萩野 靖政 様（写真右）、理事　浅田 純男

ロボット産業の発展に貢献し、
安全・安心な暮らしを支えます

サービスロボットの認証書を発行

近年、ロボットの安全に関する要求を規定した国
際規格が続々と発行されています。産業標準化法（新
JIS法）におけるサービス分野規格第一号として制定
された「JIS Y 1001：サービスロボットを活用した
ロボットサービスの安全マネジメントシステムに関
する要求事項」をもとにした規格案の審議が国際標
準化機構（ISO）において進んでいます。

JQAは、ISO 13482※1や JIS Y 1001をはじめと
した、多くのロボット安全に関する規格策定に貢献
してきました。この活動の経験を活かし、国際規格
に基づいた評価を実施するほか、ロボットに関連す
るさまざまな製品のリスクアセスメント、設計開発
プロセス評価、ソフトウェア評価の支援も行います。
ドイツの認証機関であるTÜV NORDとの提携を活
用し、欧州進出に必要なCEマーキング取得支援サー
ビスも提供しています。

ISO 13482の認証取得は、サービスロボット（生活支援ロボット）を市場投入する際に、国際規格による安全要求を満たし
ていることを客観的に証明できます。第三者認証機関による認証は、製品を購入する事業者や利用者などに安心を与えるとと
もに製造企業の信頼性向上につながります。今後もさまざまなサービスロボット（生活支援ロボット）の開発と利用が予想さ
れるなか、JQAは、第三者の立場で製品の安全性を評価する活動に注力します。
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環　境　方　針
わたしたちは、機構の基本理念に基づき、以下のとおり環境方針を定め、全員参加で環境管理活動に取り組みます。
１． 第三者機関として、認証等の事業を通じて、サステナビリティ社会の実現に向けた社会全体の環境負荷低減に積
極的に取り組みます。

２．サステナビリティ情報の収集・発信を積極的に行い、顧客及び社会との連携を深めます。
３．環境法令及びその他の要求事項を順守します。
４． 一人ひとりが、自らの業務とSDGsをはじめとする社会・環境との繋がりを意識し、行動できるよう、環境教育等
の啓発活動を積極的に実施します。

５． 具体的な目標を定めた環境管理活動を実践し、かつ定期的に見直し、環境マネジメントシステムの継続的な改善
と、環境の保全及び汚染の予防に努めます。

本方針を全員に周知徹底するとともに広く一般に公開します。

JQAでは、2003年度より全事業所において、ISO 14001に基づく環境マネジメントシステムを運用し
ています。環境と調和した持続可能な発展に向け、環境関連業務、省エネ、省資源および廃棄物の削減など
地球環境保全に配慮した取り組みを進めています。

環境管理活動

環境への取り組み

JQAは ISOマネジメントシステムの認証機関です。ISO
の審査を本業としている経験豊かな ISO 14001審査員が
監査チームに参加し内部環境監査を実施しています。内部
環境監査により指摘された事項は、速やかに是正処置を行
い継続的改善につなげています。

内部環境監査

JQAでは、リスク管理のために以下の取り組みを実施し、毎年これらの仕組みの運用状況を内部環境監査で確認しています。

環境法令順守とリスク管理

環境マネジメントシステムの推進

  環境方針・環境目標
2018年度の JQA環境管理委員会における、「気候変動
がもたらす影響は、今後ますます世界的に危機的状況を高
めていくと思われる。2050年にCO2実質排出ゼロの目標
に向け、今後は我々の使命と照らし、環境を守る活動を強
化していく必要がある。」とのマネジメントレビューをも
とに、JQAは脱炭素社会の実現に向けた活動を各事業所等
で行っています。しかし 2021年度、中部試験センター新
設などの影響で、エネルギー消費量は増加傾向にあり、ま
た、事業所には、まだまだ老朽化した設備機器等があるこ
とから以下の対応を行いました。
① 機器の入れ替え時に省エネ対応製品導入のため、省エ
ネガイドラインを策定。

② 太陽光発電設備の設置や再生可能エネルギー発電設備
等からの電力購入の検討。

③ 気候変動への適応策として、事業所周辺で水害を想定
した事業継続マニュアルの見直し。

ISO 14001規格には、環境管理活動について、「管理で
きる」と「影響を及ぼすことができる」との言葉があり、
JQAでは、事業活動と環境活動との統合を進める上でこの
2つを事業運営における目標に置き換えて活動を推進して
います。

「管理できる」とは、事業所の中で管理し行うもの。例
えば、業務効率化を目指すなどの活動であり、結果として
事業所のエネルギーの削減などにつながるものです。つま
り、電気代や労務費削減など「支出を抑える目標」と置き換
えることができるとの考えです。また、「影響を及ぼすこと
ができる」とは、JQAのサービスが、そのサービスを享受
するお客さまの環境負荷の低減に寄与することで、JQAと
お客さまとの取引の成立がさまざまな環境負荷の低減につ
ながる、つまり「収入を上げる目標」と言葉を置き換えるこ
とができるとの考えです。このように、職員に事業と環境
の関係性を意識付けることは大事なことと考えています。

● ［環境負荷の低減］に関する環境目標 未達成：達成：

2021年度 環境目標 達成状況

エネルギー
（原油換算）

JQA全体のエネルギー使用量を
1,500 kL以下

2,057 kL

原単位
（事業収入あたりの
エネルギー使用量）

JQA全体の
エネルギー使用量を原単位で

2020年度実績1％削減

2020年度比
13％増加

事業部門 2021年度環境目標 取り組み 進捗状況

ISO 登録組織の環境活動向上 ISO 14001認証の拡大

安全
各種技術基準・規格に基づいた製品試験や電磁環境試験な
ど適合性評価事業を通して信頼性の高い製品の供給と安
全な暮らしを支援し、環境負荷の低減に貢献する。

JIS C 9801 に基づく電気冷蔵庫・冷凍庫の消費電力量の測定、
JIS C 9108 に基づく吸引仕事率の測定、
業務改善によって、紙の使用量の削減を行い、環境負荷の低減

計量 温度計および湿度計の校正業務の拡大を通じて正しい温
度管理、湿度管理を推進し、CO2の排出削減に貢献する。 正確な温湿度計の校正による顧客における使用エネルギーの削減

マテリアル
テクノ

骨材試験の受注を拡大し、より多くの品質試験を実施し
て、正しい試験結果を提供することによりコンクリート構
造物の耐久性の確保、資源の有効利用および廃棄物の削減
につなげる。

骨材試験の受注拡大

JIS 見積書、請求書、報告書、認証書の電子化による業務量の
削減

業務プロセスの改善を行い、各種成果物の提出方法を電子化して業
務量を削減

地球
付加価値の高い業務を伸長させ事業収入目標を達成する
（環境価値の高いプロジェクトを推進し、国内外の環境あ
るいは環境管理の質の向上に貢献する）。

環境・社会情報の第三者検証関連業務

ソリューション業務拡大

● ［事業を通じた環境貢献］に関する環境目標
事業部門による取り組み 達成度：　　100%以上　　　99%～60%  　　60%未満▶14～25ページ

● 内部環境監査での指摘事項の件数
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

ストロングポイント※ 4 8 6 6
カテゴリー A 0 0 0 0
カテゴリー B 3 2 4 0
改善の機会 29 25 23 28

※ 他の事業所などの手本となるような取り組みを「ストロングポイント」と
して評価しています

• 法令に基づく管理者・責任者などを設置し、日常点検・監視・測定を実施
• 法令要求事項点検表による定期的な順守評価
• 環境パトロールによる定期的な現場確認
• 業務上必要な知識に関する教育研修
• 法令改正動向の調査と関係者への周知

  外部からの指摘・苦情
2019年度は、中部試験センターにおいて敷地境界にある水路に接した擁壁が壊れましたが、2020年5月までに補修工事を
終えました。その後、行政から環境にかかわる法的指導および地域住民などからの苦情はありませんでした。



30 31CSR報告書 2022 CSR報告書 2022

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

J 

Q 

A
の
C 

S 

R

J 

Q 

A
の
事
業

環
境
へ
の
取
り
組
み

品
質
へ
の
取
り
組
み

職
員
と
の
か
か
わ
り

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
／

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

J 

Q 

A
の
概
要

環
境
へ
の
取
り
組
み

JQAの環境負荷の全体像

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

排水（㎥） 10,438 12,041 14,019 17,248 19,315

産業廃棄物（t） 757 809 742 635 677

金属等の売却資源（t） 200 335 182 146 202

排出物

●  エネルギー使用量とCO2排出量推移

●  産業廃棄物量とリサイクル率推移

2,057 

（kL） （t-CO2）

エネルギー使用量 CO2排出量

20182017
（年度）
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エネルギー投入量

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

電気（万 kWh） 532 534 568 657 788

灯油（kL） 0.38 0.48 0.20 0.34 0.32

都市ガス（㎥） 16,636 16,041 17,921 20,080 19,316

LPG（㎥） 250 359 388 459 436

テナントビルの空調
エネルギー：原油換算（kL） 6 6 6 6 6

合計※：原油換算（kL） 1,394 1,399 1,488 1,721 2,057

※ 合計は「省エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく算定対象について、原油換算し
算出しています。

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

水（㎥） 10,438 12,041 14,019 17,248 19,315

コピー用紙（万枚） 759 744 748 679 702

その他投入資源 ・試験サンプル　・化学物質　・事務用品　・OA機器

資源投入量

事業活動

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

CO2（t-CO2） 2,714 2,696 2,676 2,726 3,359

CO2排出量換算係数は、電気については供給を受けている電気事業者ごとの実排出係数を、
その他のエネルギーについては「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」を参照しています。

温室効果ガス排出量

アウトプット

［アメリカ］ ▲UL
▲MET
▲NSF
■EAGLE Certification Group

［カナダ］ ▲ CSA
［アルゼンチン］ ■▲ IRAM
［ウルグアイ］ ■LSQA
［コスタリカ］ ■INTECO
［コロンビア］ ■ICONTEC
［ブラジル］ ■FCAV
［ベネズエラ］ ■FONDONORMA
［メキシコ］ ■NYCE
［アイルランド］ ■NSAI
［イギリス］ ▲  INTERTEK 

（ASTA BEAB）
［イタリア］ ■CISQ

▲ IMQ
［オーストリア］ ■Quality Austria
［キプロス］ ■CCC
［ギリシャ］ ■MIRTEC S.A.
［クロアチア］ ■Cro Cert
［スイス］ ■SQS
［スウェーデン］ ▲ SEMKO

［スペイン］ ■AENOR
［スロヴェニア］ ■SIQ
［セルビア］ ■YUQS
［チェコ］ ■CQS
［ドイツ］ ■DQS

▲ TÜV NORD
▲ VDE

［トルコ］ ■TSE
［ノルウェー］ ■NEMKO
［ハンガリー］ ■MSZT
［フィンランド］ ■INSPECTA
［フランス］ ■AFNOR Certification

▲ LNE
［ポーランド］ ■PCBC
［ボスニア・ヘルツェゴビナ］■ICS
［ポルトガル］ ■APCER
［ルーマニア］ ■SRAC
［イスラエル］ ■SII
［シンガポール］ ▲ TÜV SÜD PSB
［タイ］ ■JQA ASIA 

　（Thailand）Co.,Ltd
▲ TÜV SÜD 
　（THAILAND）LIMITED

［中国］ ■▲ CQC
■CQM
▲ CNCA 
▲ AUDIX
▲ Certech
▲ SRTC

［中国］（香港） ■HKQAA
［ベトナム］ ■VQA Certification Co., Ltd.

▲QUATEST3 
● JQA Calibration Vietnam Co., Ltd.

［マレーシア］ ■▲ SIRIM QAS
［インドネシア］ ■JQA SERTIFIKASI INDONESIA
［韓国］ ■KFQ

▲ KTL
［台湾］ ▲ BSMI

▲ ETC
▲ AUDIX

■ ISO認証
▲電気製品・医療機器の
　認証・試験

●計測器の校正

世界の皆さまとともに

電気製品・医療機器の海外認証サービス
世界の主な認証機関との提携に
基づき、各国規格による試験と各
認証機関への申請代行を行って
います。また、50ヵ国以上が加盟
する IECEE-CB制度でCB証明
書の発行・受け入れを行うNCB 
（National Certification Body）として、各国・地域でのス
ムーズな認証をサポートしています。アジア地域において
も、ANF（アジアネットワークフォーラム）※1に加盟し、認
証サービスの利便性向上を図っています。

ISOの海外認証サービス
世界最大の認証機関ネットワークである

IQNET※2に加盟し、世界各地で認証サービ
スを提供できる体制を構築しています。

企業のニーズ
• 短い期間で認証を取得したい
• 一つの試験サンプルで複数の海外認証を取得したい
• 海外に試験サンプルを送らずに日本国内で試験を完結したい
•  一つの窓口で安全認証・電磁環境試験認証・通信認証をまとめて
取得したい

• JQAの認証をもとに、JQA提携先の海外認証機関の認証も取得したい

企業のニーズ
•  海外拠点を含む、企業グループ全体の認証を
統合したい

•  海外拠点を日本国内の認証範囲に追加したい
• 海外拠点の認証を新規に取得したい
• 地域ごとの認証を統合したい
•  JQAの認証をもとに、JQA提携先の海外認証
機関の認証も取得したい

※1. ANF：アジア地域の６つの認証機関が加盟するネットワーク。
※2. IQNET：世界各国のトップクラスの認証機関が加盟するネットワーク。その認証件数は、世界全体の約1/5を占める。

JQAは、60の海外機関と提携しています。
広範にわたるネットワークが、国内外のお客さまのスムーズなグローバル展開を多角的に支えます。

JQAのネットワークが、国境を越えたビジネス展開をサポートします
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品　質　方　針
わたしたちは、機構の基本理念に基づき、以下のとおり品質方針を定め、全員参加で品質管理活動に取り組みます。
１．顧客のニーズ、社会の期待を的確に把握し、質の高い認証等のサービスを迅速に提供します。
２． 試験・検査・認証等のプロセスの公平性及び透明性を確保するとともに、技術・技能の向上を図り、技術革新に  
対応した人材の育成に努めます。

３．コンプライアンスの精神に基づき、業務を公明正大かつ誠実に行います。
４． 品質マネジメントシステムの確立・推進・維持に努め、その有効性を継続的に改善し、総合力を発揮したサービス
提供に努めます。

本方針を全員に周知します。

JQAは、認証機関・試験機関として事業に応じて適用さ
れる国際規格に基づき、事業部門ごとに品質マネジメント
システムを確立しています。

● 品質マネジメントシステム規格と事業部門※

ISO/IEC 17021-1
適合性評価－マネジメントシステムの審査
及び認証を行う機関に対する要求事項

マネジメントシステム部門
総合製品安全部門

ISO/IEC 17025
試験所及び校正機関の能力に関する

一般要求事項

総合製品安全部門
計量計測部門
マテリアルテクノ部門

ISO/IEC 17020
適合性評価－検査を実施する

各種機関の運営に関する要求事項

総合製品安全部門
マテリアルテクノ部門

ISO/IEC 17065
適合性評価－製品、プロセス及びサービスの

認証を行う機関に対する要求事項

マネジメントシステム部門
総合製品安全部門
JIS認証事業部
認証制度開発普及室

ISO 14065
温室効果ガス－認定又は他の承認形式で使用
するための温室効果ガスに関する妥当性確認
及び検証を行う機関に対する要求事項

地球環境事業部

ISO/IEC 17043
適合性評価ー技能試験に対する一般要求事項

計量計測部門
ソリューションサービス課

※ 事業部門が実施している事業のうち一部（認証事業でないものなど）は除く

 ISO 審査員の力量強化
全審査員を対象に、審査の公平性の再確認や ISO 9001、

ISO 14001の審査技術の向上を目的とした審査員会議・
研修を毎年 2回実施しています。2021年度は新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため集合形式での開催を見送り、 
eラーニングシステムやWEB会議システムでの会議・研
修をはじめ、優良審査員の表彰もビデオレター形式で行い
ました。自動車や航空宇宙、食品などの業界向けの規格に
ついても、WEB会議システム等を利用して、リモート形
式での研修を定期的に実施しています。その他、お客さま
からの審査後アンケートや審査報告書内容、審査員の相互
評価結果などをもとに、審査員の力量評価や教育・訓練を
行っています。

 審査サービスの継続的改善
ISO審査サービスに対する満足度を測るために、審査を
受けていただいたすべてのお客さまに毎審査後、アンケー
トを実施しています。
このたびアンケートの見直しを行い、より多くのご意見
を収集するためにユーザーフレンドリーな回答方法に変更
するとともに、より受審組織のニーズを満たした審査サー
ビスを提供するために、サービス品質の 6つの要素（正確
性・迅速性・柔軟性・共感性・安心感・好印象）を取り入れ
ました（2021年1月以降の審査から適用）。
新たなアンケートは回収率が向上しており、JQAは、こ
の審査後アンケートの集計・分析結果に基づき、受審組織
の意向を汲んだサービスの改善に継続的に取り組んでいき
ます。

 各種委員会への参画
国内外の技術委員会への参画、国や業界団体が主催する
委員会における各種規格の原案作成・改定、各種製品に関
する調査、認証制度に関する検討などを通じて最新の情報
を習得するとともに、知識や経験を蓄積しています。

  規格の改定情報の提供
ISOや JIS規格、また、電気用品安全法などの製品に適
用されている技術基準は、定期的な見直しにより、または
社会の状況に応じて改定されます。これらが改定された場
合、組織は、各規格・基準に基づき現在認証を受けている、
または今後認証を受けようとするマネジメントシステムや
製品について、改定規格・基準に適合するよう対応しなけ
ればなりません。

JQAでは、これらの改定状況をご案内するほか、改定内
容を説明する場として説明会を開催しています。

 マネジメントシステム規格の制・改定の情報提供

 JIS規格の改定説明会

 電気用品安全法技術基準の改定説明会

  クラウドを利用した情報提供
 計測器管理システム  MiX
MiXは、JQAが提供するクラウドを利用した計測器管理

システムです。計測器ごとに校正周期を設定でき、設定し
た時期が近づくとその旨をメールでご連絡しますので、お
客さまは校正の出し忘れを防ぐことができます。また、校
正証明書のWEB閲覧も可能です。

 電気・電子製品などの認証取得状況
電気・電子製品などの認証取得状況についてクラウドで
公開しています。顧客側の担当者に変更があった場合で
も、自社の製品などの認証取得状況が分かります。

 JISマイページ
お客さまご自身の JISマーク認証情報や各種審査情報が

確認できるサイトです。JISマーク認証・維持をサポート
するさまざまなサービスが利用できます。

JQAでは、公平性および透明性と信頼性のある認証などの
実施を確保するため、各事業部門で品質マネジメントシステ
ムを確立しています。各事業部門でのPDCAサイクル※ 2を
踏まえ、JQA全体のPDCAサイクルを回すことで、品質マネ
ジメントシステムの継続的改善につなげています。

※1.  品質マネジメントシステム：ISO/IEC 17020、17021-1、17025、17065、 
ISO 14065など、事業部門の業務に応じて適用される基準（国際規格）に
適合した仕組みを確立・実施・維持すること。

※2.  PDCAサイクル：Plan-Do-Check-Act → Plan-Do-Check-Actのサイ
クル。マネジメントシステムでは、このサイクルを基本として活動し、継
続的な改善を目指す。

JQAの最大の使命は、社会の期待に応える試験・認証などのサービス、ひいては「信頼」を提供すること
であり、「信頼性」「認証などの品質」「顧客満足」が JQAの事業活動における品質管理の中心であると考え
ています。この考えに基づいた品質方針を定め、品質マネジメントシステム※1を確立して業務を運営する
ことにより、「信頼性」「認証などの品質」「顧客満足」の向上に努めています。

信頼性・認証などの品質・顧客満足の向上のために

品質への取り組み

信頼性
品質マネジメントシステムを
確立しています

品質管理者、管理職、品質管理に携わる職員を対象とし
て品質管理に関する研修を実施し、品質管理のスキル向上
に努めています。2021年度は「ISO 9001を活用した品質
改善研修」をテーマとして研修を実施しました。

組織のマネジメントシステム 製  品 環 境

認定・登録
（シンボルマーク）

評価・認証
（証明書・
 認定マークなど）

試験・認証機関に適用されている国際
規格（ISO/IEC 17025など）への適合

ISO 9001、JIS規格、製品に適用されて 
いる基準（電気用品安全法など）への適合

国／認定機関（国内・海外）

JQA（試験・認証機関）

認証等
の品質

品質管理のスキル向上研修を
実施しています

JQAは、自らの品質マネジメントシステムが、試験機関・
認証機関に適用される品質マネジメントシステム規格に 
適合しているかどうかを、国や国内外の認定機関によって審
査され、認証機関・試験機関としての認定を受けて登録さ
れています。これにより、JQAの実施する試験・認証などが、
これらの国際規格に適合していることが証明されます。

● 国や認定機関と試験・認証機関の関係の概略図

信頼性
認証・試験などを
実施する機関としての
認定を受けて登録されています

総括評価

品質管理委員会

理事長

品質会議

内部品質監査

改善指示

品質方針の設定 事業部門
（品質マネジメントシステム）

Plan Do

Act Check
目標の達成状況を

確認する

改善する

実行する

目標を達成するため
の計画を立てる

目標達成
に向けた
活動

品質管理体制

顧客
満足

顧客ニーズに沿ったサービスの
提供に努めています

顧客
満足

技術力の維持・向上を
図っています
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JQAにとって職員は大切な財産です。職員一人ひとりが生き生きと働き、仕事に対するやりがいを持て
るように、最大限の能力を発揮できる場を提供し、各個人の自己実現を支援していきます。

職員とのかかわり

雇 用 人材育成

  新卒採用
 新入職員メンター制度
新入職員がスムーズに組織の一員となり、最大限に能力
が発揮できるよう新入職員メンターを選任し、仕事におけ
る悩みなどを気軽に相談できる体制を構築しています。

●  新卒採用者数
採用年度 男性 女性 合計

2019年度 11名 8名 19名
2020年度 9名 9名 18名
2021年度 9名 8名 17名

●  人員数（2022年3月末時点）

男性 女性 合計 割合
役員 14名 0名 14名 1.4%
職員 481名 145名 626名 62.5%

嘱託など 196名 59名 255名 25.5%
雇員 38名 68名 106名 10.6%
合計 729名 272名 1001名 100%

●  管理職の人数（2022年3月末時点）

男性 女性 合計
組織長 121名 7名 128名

  キャリア採用
マネジメントシステム審査員をはじめ、キャリア採用を
積極的に行っています。企業で培った知識と経験を活かし
たいと考える方にとって、我が国社会はもとより幅広い業
種や企業へ貢献できるライフワークとしての選択肢となっ
ています。また有期雇用から無期雇用への転換など、長期
間働ける環境づくりにも取り組んでいます。

●  キャリア採用者数
採用年度 男性 女性 合計 キャリア採用率※

2019年度 34名 7名 41名 68%
2020年度 38名 15名 53名 75%
2021年度 32名 5名 37名 69%

※各年4月1日～翌3月31日の期間における中途採用者の割合

  障がい者雇用
各事業所において障がいの内容や程度を考慮して、安全
で働きやすい職場環境の整備を進めることで、障がいを持
つ職員が健常者と同じ職場で就業しています。
積極的に障がい者雇用に努め、法定雇用率 2.3％を達成
しています。

●  障がい者雇用率（各年6月1日現在、障害者雇用状況報告書報告値）

2019年 2020年 2021年
雇用率 2.24% 2.71% 2.60%

各階層への昇格時や業務の遂行および職員の能力向上に
必要な知識と技術を修得させるときに研修を実施して、積
極的な能力開発を行っています。

  階層別研修
昇格者や各階層の職員を対象として、充実した研修メ
ニューを展開しています。
•  新入職員研修
•  勤続3年研修
•  主任研修
•  新任管理職研修
•  中途採用研修

•  新入職員フォローアップ研修
•  勤続6年研修
•  主査研修
•  マネジメント研修  

  自己啓発の推進
職員自ら積極的に学ぶ機会を用意しています。

 スキルアップ通信教育制度
190以上の通信教育講座から自由に選択して受講できま
す。また、講座を修了すると受講費用の半額を補助します。

●  スキルアップ通信教育制度受講者数
年 度 受講者数（延べ人数）

2019年度 16名
2020年度 74名
2021年度 34名

 会員制研修機関の活用
若手職員の基本的なビジネススキルの育成をはじめ、

120テーマ以上のセミナーを自由に選択でき何度でも受講
できます。

●  会員制研修機関受講者数
年 度 受講者数（延べ人数）

2019年度 143名
2020年度 523名
2021年度 385名

 ビジネスキャリアプログラム
事務職・技術職を問わず、これからの JQAのビジネス
を牽引していく人材の育成を目指すプログラムです。社
会人大学院（経営学修士、工学博士）への派遣や長期的な
リーダー養成研修などに参加します。

  定年退職者の再雇用
 再雇用制度
定年退職者のうち、退職後も引き続き勤務を希望する場
合は、健康上の問題がないなどの条件を満たすことによ
り、最長で65歳まで働くことができます。

●  定年退職者の再雇用者数
年度 再雇用者数 再雇用率※

2019年度 65名 100%
2020年度 66名 100%
2021年度 66名 100%

※希望者に対する再雇用者数の割合

●  60歳以上の勤務者数（2022年3月末時点）

合計
60歳以上 155名

●  退職者数（2021年度）

男性 女性 合計
職員 9名 2名 11名

新卒採用者の3年以内の離職者2名（2019～2021年度）

 ライフプラン研修
人生設計およびその準備に役立つ知識や情報などを提供
する場として、若年層向けには階層別研修において社会保
険労務士による講義を実施し、中高年層向けには通信講座
の受講機会を設けています。

  インターンシップ
学生の就業・キャリア形成の支援を目的として、イン
ターンシップの受け入れによる就業体験の機会を提供して
います。電気・電子製品の電気安全試験や計測器の校正な
ど JQAならではの業務
を通じた、ものづくりに
おける電気安全の考え
方や計測器の重要性な
どが体験できる内容と
なっています。

●  インターンシップ受入者数
年 度 受入者数

2019年度 167名
2020年度 380名
2021年度 381名

 TOEIC試験の活用
英語学力向上の一環としてTOEICの受験を推奨してい
ます。受験後にスコアを提出すると受験費用全額を補助し
ます。

●  TOEIC試験受験者数
年 度 受験者数

2019年度 93名
2020年度 96名
2021年度 134名

  資格取得報奨制度
業務上有効な資格を取得した職員に報奨金を支給してい
ます。

  グローバル人材育成
海外で活躍する人材育成を目的としてさまざまな研修へ
の参画・実施をしています。

 海外インターンシップ
企業の海外展開や国際即戦力人材の育成を目的とした海
外インターンシップに職員の派遣を推進しています。（近
年は新型コロナウイルスの世界的な流行により実施事例は
ありません）

 国内語学研修
外国語への抵抗感をなくし、グローバル事業に参画す

る素養を広く涵養するため、語学学校への通学による語
学研修を行っています。

●  グローバル人材育成研修派遣者数
年 度 海外インターンシップ 国内語学研修

2019年度 0名 －
2020年度 0名 15名
2021年度 0名 15名

インターンシップの様子
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働きやすい職場づくり

  労働安全衛生
 労働安全衛生規程
職員の安全と健康を確保するため、労働安全衛生に関す
る規程を定めています。この規程に基づき、安全衛生管理
責任者、安全管理者、衛生管理者、衛生推進者、産業医など
を選任し、管理体制を確立しています。

 安全パトロール
オフィスから試験室まで、不安全箇所がないかどうかを
確認しています。不安全箇所が発見された場合には速やか
に改善し、安全衛生の向上に努めています。

●  労働災害の発生状況
年度 業務上災害 通勤災害

2019年度 5件 2件
2020年度 4件 2件
2021年度 5件 3件

  健康管理
 定期健康診断
年に1回健康診断を実施しています。診断結果は産業医

が確認し、必要に応じて個別指導を行います。

 産業医による健康相談
職員が利用しやすいよう事業所内で定期的に産業医によ
る健康相談日を設けています。

 メンタルヘルス
新規登用組織長を対象に研修を行い、メンタルヘルス不
調の未然防止に向けた職場づくりを推進しています。ま
た、中堅クラスの主任を対象に、ストレスコントロールと
リラクゼーションの研修を行っています。

 ワークライフバランスの実現
新型コロナウイルス感染防止を目的に緊急導入した「時
差出勤制度」および「在宅勤務制度」を2021年度より恒久
制度として制定しました。また、リモートワークを快適に
行うための「仮想ネットワークサービス」や「WEB会議シ
ステム」といった ITツールの導入を積極的に行い、職員の
柔軟な働き方や健康に配慮した体制を整備しました。

  次世代育成・女性躍進
 くるみん認定を取得
JQAは、厚生労働省東京労働局
から、次世代育成支援対策推進法
に基づき一定の基準を満たした「子
育てサポート企業」として 2018年
に認定を受けました。
また、次世代育成支援対策推進法ならびに女性活躍推進
法に基づく一般事業主行動計画を策定し、東京都労働局へ
の届け出を行いました。今後、この行動計画（2018年4月
1日～2023年3月31日）に基づき各種施策を講じます。

 次世代育成支援に関する取組計画
•  女性労働者の育児休暇取得率75%以上を維持し、併せ
て男性労働者の育児休暇取得および慶弔休暇取得の促
進を図る。

•  所定総労働時間の削減に向けた取り組みを継続する。
•  若年者に対するインターンシップ等を継続し、就業体
験機会を提供する。

 女性の活躍推進に関する取組計画
•  平均継続勤続年数を13年以上にする

●  法定基準を上回る出産・育児・介護の支援制度

出産
・
育児

育児時間が有給で取得可能 （1日30分ずつ 2回
まで取得可能）

子が小学校第1学年の修了になるまで育児短時間
勤務可能（1日2時間まで）
妊娠中の通勤緩和の措置として、1日の所定労働
時間を2時間まで短縮可能（母性健康管理）
母子健康法における健康診査などのために遅刻・
早退する場合、賃金の減額なし（母性健康管理）

子が小学校へ入学するまで、所定外労働の免除可能

介護

要介護状態にある対象家族1人につき、通算して
（延べ）365日まで休業可能
年次有給休暇の前々年度繰越分について、医療・
介護目的休暇として最大40日分取得可能

  労働組合との関係
労働協約書において労働組合とユニオンショップ協定を
結び、労使協調の下、JQAの発展と組合員の労働条件の維
持向上に努め、労使関係の安定と秩序を保つことを確認し
ています。賃金交渉などでも話し合いを基調として解決を
図っているほか、年 2回開催される労使懇談会を通じ、労
使双方の建設的な意見交換を行い、相互の理解と信頼を積
み重ねています。

職員とのかかわり

  休 暇
年次有給休暇の付与に加え、さまざまな休暇や休暇制度
があります。以下はその一部です。

 年次有給休暇の積み立て
失効した年次有給休暇を40日まで積み立てることがで

き、加療または介護目的で使用できます。

 計画休暇制度
期初にあらかじめ年次有給休暇の取得日を申告できる制
度です。スムーズな休暇の取得を推進しています。

●  年次有給休暇の取得状況
年 度 年次有給休暇取得率

2019年度 70.0%
2020年度 65.5%
2021年度 72.2%

●  出産・育児・介護休暇の取得状況（2021年度実績）

2021年度
産前／産後休暇 2件
育児休暇※ 5件
介護休暇 0件

※育児休暇取得後の復職率は100%

 特別休暇
•  永年勤続  
永年勤続表彰者は、勤続年数に応じた日数の休暇が取
得できます。

•  ボランティア  
JQAが指定する社会貢献活動について、必要日数の休
暇を取得できます。

  表彰制度
職員のやる気を促し、組織を活性化させるため、機構の

事業運営に特別な功績を上げた個人およびグループに対し
て表彰するほか、部門、事業所単位での意欲的、熱心な取
り組みやユニークな取り組みなどを対象とした表彰も行っ
ています。

●  表彰制度
表 彰 表彰名 趣 旨

機構表彰
永年勤続表彰 勤続15年、25年、35年間の

勤務に対する表彰

功績者表彰 機構業績への顕著な貢献に
対する表彰

部門長賞 意欲的な取り組み等に対して
部門長より表彰

事業所長賞 熱心な取り組み等に対して
事業所長より表彰

●  永年勤続表彰者数
年 度 15年勤続 25年勤続 35年勤続

2019年度 8名 16名 6名
2020年度 10名 16名 5名
2021年度 11名 19名 8名

専門知識を有する人材

  技術専門職ポストの設置
技術力強化を目的に技術専門職ポストを設置しています。
キャリアの多様化を図ることで技術職のモチベーション
アップにも寄与しています。

●  技術専門職員数
年 度 技術専門職員数

2019年度 4名
2020年度 5名
2021年度 5名

  各種委員会への参加
国や業界団体などが主催する 378の委員会（2022年 1
月1日現在）に専門知識を有する職員が委員や技術アドバ
イザーとして参加しています。委員会では各種規格の原案
作成、改正および国際整合性や各種製品に関する調査や認
証制度に関する検討など、幅広い分野で活躍しています。

  専門知識を有する人材の派遣
東南アジアの認証機関や製品評価に関する機関からの専
門知識を有する人材の派遣要望にも幅広く対応していま
す。（近年は新型コロナウイルスの世界的な流行により実
施事例はありません）

2021年度表彰式の様子
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コンプライアンスとリスクマネジメントの対策を適正に行うことは、社会の信用の維持・向上につなが
る重要な事項です。全職員で事業に介在するさまざまなリスクの低減とコンプライアンスの意識向上に
取り組んでいきます。

コンプライアンス／リスクマネジメント ＪＱＡの概要

基本情報

国内拠点

海外拠点

グループ会社

コンプライアンス リスクマネジメント

  コンプライアンスの基本・考え方
JQAでは、「法令順守はもとより、定款、基本理念、機構

諸規程等を順守し、社会人として求められる価値観・倫理
観によって誠実に行動すること」をコンプライアンスとし
て定めています。
コンプライアンスの基本は、役職員がコンプライアンス
に則った行動を取るのはもちろんのこと、組織の風通しを
良くすることにより、職制を通じたコンプライアンスにか
かわる提案および問題提起を励行・促進し、絶えず組織を
改善していくことにあると考えています。

  コンプライアンス推進体制
 コンプライアンス対策室
役職員から職制を通じて報告を受けたコンプライアンス
に関する事案については、関係部署と連携を取りながら調
査し、対応を検討します。専務理事、総務・人事などの部長、
法務室長で構成されています。

 コンプライアンス委員会
コンプライアンス対策室で検討された措置の最終決定を
行います。理事長を委員長として常勤役員で構成されてい
ます。

 JQAコンプライアンス・ホットライン
職制を通じてコンプライアンスにかかわる報告が何らか
の理由で困難な場合の補完的な役割として設置し、早期に
問題を把握して対策を実行する体制を整えています。

  コンプライアンス教育
 階層別研修
新人職員、新任管理職などの階層別研修におけるコンプ
ライアンス研修を実施しています。

 コンプライアンス意識向上ツール
コンプライアンス意識向上の
ためコンプライアンス・ハンド
ブックを作成し、全職員に配布
しています。日常業務のなかで
特に気を付けたいことを分かり
やすくまとめました。

  危機管理体制
JQAに重大なダメージを与える可能性のある“不測の事

態”が起きた場合、事態にかかわる情報を正確に把握し、
速やかに経営層に伝達し、事実に基づき事態の打開に向け
た対策を講じる体制を整えています。

 危機管理ガイドライン
第三者からの照会への初動対応手順や JQAが実施した

試験などの結果に関する顧客、あるいは第三者の不適切な
PR事例や関連法令などをまとめたガイドライン。役職員
の危機管理に対する意識向上と適切な対処措置など、統一
した対応を行っています。

  事業継続
 事業継続マニュアル
首都圏直下型地震など大規模地震が発生した際にも、継
続的に事業を実施するための対策として、全事業所で「事
業継続マニュアル」を作成しています。

  情報セキュリティ
 情報セキュリティマネジメント
個人情報や顧客情報をはじめとする JQAの情報資産に

関するリスクを適正に管理するために、関連法令と JQA
が定めるさまざまな情報セキュリティに関する規程や手順
書に従って管理しています。また、情報管理が適正に行わ
れているか、定期的に監査を行っています。

 情報管理月間の設定
情報管理の重要性について再認
識する機会として、毎年 2月と 8
月に「情報管理月間」を設定して
います。日常業務において常にお
客さまの情報の取り扱いについ
て注意をしていますが、JQA内で
の注意喚起と意識向上のため実
施しています。

名称 一般財団法人日本品質保証機構

理事長 小林 憲明

本部所在地 東京都千代田区神田須田町1-25

設立年月日 1957年10月28日

事業収入 168億円（2021年度）

役職員数 1,001人（2022年3月31日現在）

● 事業収入
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❶ 岩手 ISO東北事務所

❷ 福島 福島営業所

❸ 東京

本部
マネジメントシステム部門
JIS認証事業部
地球環境事業部
認証制度開発普及室
安全電磁センター
計量計測センター
関東マテリアルテクノ試験所

❹ 神奈川 横浜試験室

❺ 山梨 都留EMC試験所

❻ 愛知

ISO中部支部
中部試験センター
師勝EMC試験所
名古屋マテリアルテクノ試験所
名南試験室

❼ 大阪

ISO関西支部
JIS関西分室
関西試験センター
北関西試験センター
彩都EMC試験所

❽ 広島 広島営業所

❾ 福岡 ISO九州事務所
九州試験所

○① JQA ASIA （Thailand） Co., Ltd.（タイ）
○② JQA Calibration Vietnam Co., Ltd. （ベトナム）
○③ JQA 欧州駐在員事務所（JQA EURO Office）（ドイツ）

○株式会社ディーエスピーリサーチ（兵庫県神戸市）

●②●①

●③

表紙の絵は、第22回「JQA地球環境世界児童画コンテスト」の受賞作品です。「地球にやさしい生活」をテーマに多くの国と地域
から子どもたちの絵が寄せられました。国の違いはありますが、自分たちが住む地球を大切にしたいとの思いは共通です。子どもた
ちの目で見た地球環境の絵をきっかけに、地球を大切にする気持ちが世界中の人たちに広がることを願っています。
今回の報告書ではJQAの事業とSDGsとの関係性も表示しています。2030年まで世界共通に取り組むべき課題が示されるなか、
新型コロナウイルスが猛威を振るい、気候変動が起因と言われる災害が起こり、紛争も各所で起こるなど、世界経済を不透明にする
事象が発生しています。このような状況であるからこそ、企業等皆さまの活動、製品、サービスが、貿易や取引などの場面で信頼あ
るものとしていただけるよう、その価値を広く社会と共有するツールとしてJQAの証を活用いただきたく、第三者認証機関として
これまで培った信頼をいつまでも保てるよう邁進していきます。ここで掲載した内容以外にもJQAは社会の要請に応えるサービス
を提供しています。ぜひご活用ください。
最後にJQA CSR報告書2022発行にあたり、ご協力いただいた関係者の皆さまに感謝申し上げます。

 岸野 令　企画部次長

編集後記

●❶

●❷

●❾

●❼●❽
●❻

●❺●❹
●❸



表紙の絵について

https://www.jqa.jp

受賞作品は、本コンテストのWEBサイトに掲載しています。
ぜひご覧ください。

https://childrens-drawing.com

この報告書の表紙は、JQAが主催するJQA地球環境世界
児童画コンテストの入賞作品を使用しています。22回目を
迎えた今回は、「地球にやさしい生活」をテーマに絵画を募
集し、61の国・地域から6,390枚の作品が届きました。

Angela Wuさん　14歳／アメリカ
幸せな生活を願って。

地球環境特別賞

Zupan Saraさん
10歳／スロベニア
過去にスロベニア全土に生息
していたヤマネコは、20世紀
初頭に絶滅してしまいました。
近年、ライフ・リンクス・プロ
ジェクトの一環として、カルパ
チア地方のヤマネコがスロベニ
アにやって来ました。

海外最優秀賞

冨田 あおいさん
10歳／愛知県
地球にやさしい生活と聞いて以
前見たソーラーパネルの家が
頭に浮かびました。パネルに映
る空の描き方を工夫しました。

国内最優秀賞
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